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論　　文
ドイツから見た日本職業訓練制度史論
―TWI 監督者訓練法の与えた影響―
大　　塚　　　　忠　　
一 . ドイツ職業訓練の理念型
　ドイツの社会的な基盤となっている公的職業訓練制度は、企業横断的な労使関係とともに
ドイツの企業や産業組織を大きく特徴づけている。始まりは 19 世紀末の手工業の徒弟訓練
制度の再編成からであり、それがナチ体制下で商工業に拡張されてきた。戦後受け継がれ公
共の制度となった、という歴史を持つ。この職業訓練を産業の人材形成という点からみると、
特定産業の基幹従業員、熟練労働者はほとんどが公的職業訓練の修了試験に合格し、養成証
保持者からなっている、ということになる。また現場監督者であるマイスターは、その資格
を手工業会議所か商工会議所の定時制のマイスターコースに通い、マイスター試験に合格し
て取得するのだが、そのマイスターコース受講と資格取得には資格要件として養成証保持と
長い実務経験（大概工場の推薦がある）が要求される。技師は全日制の専門学校に通って、
要　　旨
　ドイツの公的職業訓練制度を基準に、戦後日本で試みられた技能工養成制度に焦点を当てド
イツの制度に近くなるには、どんなところが制度設計上欠けていたのかを「技能工養成規定」
と58年職業訓練法を中心に検討した。すでに職業訓練法の体系が構築される時点で、日本の職
業訓練は大きくドイツからは離れてしまっていた。企業内養成制度の域を超えるような社会的
規制は高度成長の中で失われていったのである。技能向上のために長期のオールラウンドの徒
弟的訓練をする必要がなくなったことが背景になっていた。TWIプログラムの企業内定型訓練
化がそれを可能とした。
キーワード： 養成工制度；養成契約；養成指導；技能検定；多能的熟練；単能的熟練；OJT; 
TWI
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理論的な授業を受け、修了試験に合格して資格が取れるのだが、この入学と資格要件にも養
成証と実務経験が求められる。単科大学出の技術者の場合も養成証と実務経験は大学入学・
卒業の条件である。こうしてドイツでは総合大学（Universität）に進学しない限り、若者
は何らかの学卒段階（基幹学校、実科学校、ギムナジウム、総合学校などとある）で、1880
年代でみると 400 職種ほどに分類された職業訓練を受け、修了試験に合格していることにな
る。実務経験は次の段階への昇進のために必要な教育を受ける前提条件である。
　職業訓練は実技と理論に分かれており基礎から専門へと段階的な組み合わせの下、理論は
州文科省管轄の定時制の職業学校で、実技は初年度養成場、その後は関連職種の工場を巡回
する現場訓練である。ただしOJT訓練にはなっていない。養成所実技訓練の養成主は養成
マイスターであり、工場現場では非常勤の現場補導員（養成証所持者）が訓練プログラムに
従って実技訓練を施している。人材養成の到達目標は大雑把に比較すれば、日本でいえば技
能検定 2級の下級熟練工にあたるだろうか。養成修了の認定が下りれば当該職種のプロとし
て自立できる。だから養成修了時には大工場の場合は工場内試験委員会が模擬試験をやり万
全を期している。試験は事業所養成工の場合は商工会議所内に当該工場の養成マイスターも
入った試験委員会が結成され、学科と実技試験が実施される。中間試験もあるから養成訓練
の成果は厳しくチェックされている。合格率はおおよそ 95％を下回ることは少ない。訓練
生には一度だけリターンマッチが認められている。再度合格しなければほかの職業を選択し
なければならない。ただし再度養成契約を取るのは難しい。
　訓練生の受け入れは、工場のキャパシティーと工場側の養成計画による。製造業の大きな
ところは数学や理科を中心とした採用試験がある。採用試験に合格しなければほかの工場の
募集に応ずる。大企業の場合は採用試験結果が同じなら従業員の子弟が採用されることが多
くなっているようだ。このように、実施する養成職種の選択と訓練生の採用は事業所の方の
判断で決められている。しかし、そのほかで規制は強い。採用に関連することでは、養成職
種の改廃や、再分類は必要に応じて行われ、これは連邦職業研究所の権限であり、条例化手
続きが要る。実技訓練にかかる費用は工場側の負担であり、養成期間に出る手当、養成主や
補導員の給与、その他設備や工具、運営費など一切がこれに該当する。この費用負担の点は
戦前から日本の製造業大企業で実施されていた養成工制度と違いはない。ただし養成主の給
与や養成工の手当の額は組合との交渉事項である。養成工の採用事業所は日本のように製造
業や建設業に限られることなく、また新規中学校卒に限定されてはいない。採用側が学歴上
の受験資格を職種ごとに決める。電気職などでは早くから日本の中学校卒に該当する基幹学
校卒ではなく科学的知識を学習させる実科学校卒が採用条件になった。銀行・保険や化学の
一部職種などのように職種によっては大学入学資格（アビチュアー）取得が採用条件になる
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こともあるというわけである。訓練生としての採用が決まれば、養成契約が親と事業所で結
ばれる。大企業の訓練契約数は、例えば自動車会社では数百人に上る。その後は事業所に養
成義務が発生し、養成証取得能力の育成のための訓練が行われる。訓練生は養成期間中、生
産・サービス実務に従事することもあるので、手当が支給されているが、前述したようにこ
の実際の額は企業横断的に労働組合との協約で決められている。
　養成に関する規制は訓練内容に及ぶ。2年から 3年半に及ぶ訓練期間の各年度での実技訓
練の内容や訓練に要する時間が詳細に決められており、専門職種に熟練するための段階的な
コースの設定が行われている。連邦職業訓練研究所がそのプログラム作成を担当している。
21 世紀に入るまで、各事業所が事業所特有の訓練を追加して行う時間的余地はあまり残ら
ないほど広範な専門職種関連技能を習得するようにコース設定が行われていた。さらに養成
修了後の事業所の修了者拘束は、労働市場流動化促進のため、認められなかった。訓練契約
が終われば、労働者は自立した雇用契約の当事者として労働契約上事業所と対等の立場を与
えられたのである。養成と雇用は形式上切り離されたのである。
　事業所独自の訓練計画を妨げたのは、実技訓練だけではなかった。職種関連の学科を中心
に知識を習得するため、夜間の定時制（全日制でも可能）の職業学校通学が義務化された。
職業訓練は中等教育修了との密接な関連のもとに行われている。初級の経済学や外国語など
多少の社会常識をカリキュラムに含む、これも基礎から専門にわたるカリキュラムが、各州
で研究され、用意された。技術変化が激しい製造業職では、教員や学校の設備が常に不足す
るといった問題を抱えながら、いくつかの州で、大学などの協力を得て、多くのモデルカリ
キュラムが作られ実施に移されていた。そして実技訓練をカバーすべき理論的知識は、大企
業の場合は実際には工場側の座学で埋め合わすという対応が多くの場合なされた。技術変化
は、その影響を被る実技の訓練プログラムを変えるのだが、この変化が構造的であっても学
校教育として行う職業教育はすぐには対応できなかったからである。たとえば、数値制御機
器の導入の場合がそうだった。このように、職業学校の理論教育の不十分さに対する不満は、
養成主側も訓練生側も持っているのだが、職業学校が事業所の協力を取り付けることで何と
か変化に対応してきたのが実情である 1）。
　さて以上のようなシステムが機能しているのであれば、実技訓練が企業内で行われていて
も、人材育成が企業内で行われているとは言い難い。訓練や訓練関係に強い社会的規制が働
いているからである。それ故、ドイツでは、国内にある量産製品を作る工場、例えば自動車
組み立て工場でも賃金や給与は養成工の初任賃金をベースに、養成工との養成期間の相違や
就労後の継続訓練の受講期間を加味したもので賃金等級格差を決めている。昇格には、養成
証をベースに、実務経験を加えて、より上級の訓練・知識を習得したという証明が必要である。
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90 年代には自動車工場ではすでになくなって、標準化されたが、製造業では請負的な出来
高賃金の名残とも見ることができるアコードという賃金が普及していたのも、熟練技能が社
会的な規制の下に形成され、個々の養成工はこの熟練を身に付けて企業に専門職人として採
用され、熟練工は企業の生産計画に従った仕事を請け負う、といった雇用関係意識があった
からだと思われる。そしてこのマイスターも含めた、工場現場の雇用関係意識はすでに 20
世紀初頭には明らかになり 2）、ドイツへのテーラーシステム導入の障害となっていた。そし
てこの意識の存在は引き続き 60 年代後半以降にはドイツの「労働の人間化」論＝テーラー
科学的管理法の拒絶の背景になったし、90 年代以後に世界的に流行ったリーン生産（トヨ
タ式生産方式の模倣、あるいは導入）に対抗的なドイツ的生産方式＝半自律的生産組織が組
合や従業員委員会によって模索されるゆえんでもあった。テーラーの科学的管理法は、熟練
作業を細分化、標準化することを動作研究の目的としているし、時間研究はその単純化され
た作業の効率化・短縮化を目的としている。当然のことながら、養成された技能が細分され
て多数の標準的作業の分業に転換されることをドイツの雇用関係意識は受け入れなかった。
　他方、半自律的生産組織とは、熟練工を中心とした生産組織であり、経営の生産計画や開
発・設計には従うが、生産活動（要員配置、品質管理、進捗管理など）はマイスターを含め
た現場が自律して行う、といった経営側の管理活動を現場で制約する趣旨の生産組織である。
ドイツの労働問題関連の研究者の中には、リーン生産を半自律的労働集団に置き換えるべき
という主張が多い。テーラーの科学的管理法がリーン生産の基軸となっているとみるからで
ある。自動車組立工場の実際は、自動機の導入やグローバル化の進展もあり、量産工場で
は、保全業務も含めて標準化が推し進められているが、労働関連の心理学的・社会学的研究
の成果は、ゲッチンゲン社会学研究所を中心に、リーン化が進む中でいかに半自律性を労働
現場が、あるいは従業員委員会（Betriebsrat）が経営に実施させているかの検証が行われる、
といった具合で、対向策を注目するような状況である。事実ＩＧメタルや従業員委員会の抵
抗で経営側のリーン生産導入を模索するダイムラー・ベンツやＶＷの旧西ドイツ工場では、
対立的労使関係の妥協の結果として、従業員委員会が求める半自律集団の試みも、また逆に
経営側が求めるリーン化も全面的には進展していない 3）。
　以上のように、ドイツを対象に技能養成の在り方を軸に現場労使関係の実情を見てくると、
科学的管理法の受容を含めて日本の技能形成に関しては国家的・社会的規制がきわめて弱い
という逆の側面が明らかになる。日本の場合は、戦後、労働行政が企業内養成訓練を実施す
るのを認可し、促進を図るまでは出てくるのだが、養成制度を製造業の基幹部分から全産業
に広げることはなかったし、また事業所内養成に対して公的な規制により、企業独自の訓練
計画を制御するまでには至らなかったのである。まずその点の確認から始めよう。
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二．日本の事業所内養成訓練制度の再編
　戦後占領軍によって青年学校が廃止されたことから、小学校に連結されて普通科、職業科
とあった技能訓練を学校教育の一環として促進する道が閉ざされ、加えて 1947 年「労働基
準法」が徒弟保護（親方・先輩による家事や雑用の押し付け、養成放棄などからの）の観点
から、徒弟制度を禁じたために、日本の職業訓練は社会的政策としては大きな制約を受けて
始まった 4）。日本の事業所内養成訓練は学校教育との関連を持たないまま、徒弟訓練を再開
するに当たり労働省の強い国家的関与（技能者養成規定 48 年）を受けて行われることになっ
たのである。徒弟を酷使せず、かつ技能者に育て上げることが基準法によって定められ、事
業所での養成は国の定めた養成基準を満たしているかどうかの判定を基に、労働大臣の認可
制となった（69～71 条）。19 世紀末から今世紀初めにかけて行われた、ドイツの徒弟制の再
編と比べると、熟練職人の不足や技能水準の低下をカバーすべく始められた「技能者養成」は、
占領政策だったのかどうかはわからないが、いささか少年保護に強く傾きすぎていた。
　ドイツでは 19 世紀後半に広範に生じた徒弟制の弊害（家事・使い走りなど雑用利用）は
同居の場合は容認され、そうでない場合も手当の支給（低賃金搾取と言われた）と引き換
えに容認された。制度の弊害ではなく、養成の実をあげることがイヌンクの衰退でできなく
なっていたから、監督機関手工業会議所の組織化で、養成訓練の厳しい監督が行き届くよう
に再編された。18 歳以下の少年に対する（営業）補習学校通学はプロイセンでは義務化さ
れていたから、学校教育との連携も早かった 5）。事業所の養成でも見習い工を、使い走りや
現場生産活動に使うことは、訓練修了後の即戦力としての利用に不可欠な訓練課程に付随す
ることであった。ところが、日本の戦後「労働基準法」の徒弟保護は事業所が少年労働力を
雑多に利用する余地を与えなかった。また、鉄鋼や製造業量産工場の現場は、職種により防
護規定に基づけば許可がおりたが、多くは「危険有害な業務」に値し、少年を現場訓練に配
置することには困難が伴った。基準法の規定は少年の技能向上のためにひたすら必要な教育・
訓練をするよう事業所に求めたのである。日本にはドイツのように、手工業や商工業の団体
が養成基準の作成にかかわり、その基準を満たせる技能水準の高い豊かな手工業や商工業の
蓄積が足りなかった。それゆえ、国が「養成規定」で定めた養成基準を中小零細企業は満
たせず、満たそうとすれば養成コストがかかりすぎ、単独での養成は期待できなかった。50
年代に入ると、技能工育成が進まないことに業を煮やして日経連や、鉄鋼連盟、造船工業会、
商工会議所の技能工養成に向けた国家の監督行政や法規制にたいする要望が強くなり、よう
やく 1953 年から、中小零細企業の共同養成所が設立促進され、補助金が出るようになって、
中小零細企業にも幅広く徒弟的技能養成の基盤が整っていった。
　それはともあれ技能養成の始動は「労働基準法」の 69，70 条に基づいて「技能者養成」
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規定で開始された。技能者を養成する事業所は、労働大臣の認可を受けなければならず、教
習基準を満たさなければならなかった。すなわち、教習時間、関連学科、実技に関して最低
基準が定められ、それらを満たさなければならなかった。基準法により養成資格や養成契約
の内容を定めた「技能者養成規定」は、養成職種を指定し、3，4 年の養成期間、年間 1470
時間の訓練（社会科、体育、実技の関連学科 20％と基礎・応用からなる実技 80％）、賃金な
どを定めていた。その上に、1948 年には 7職種だけであったが、具体的なオールラウンド
の多能熟練工育成基準が作成されていた。たとえば機械工は、1，2年目に 300 時間程度、3
年目 140 時間程度の学科科目を習得しなければならず、関連学科には、理系科目のほか機械
工学と電気工学、工作法、金属材料、材料力学などが設定され、実技では、基本実習として
工具使用法、計測および罫書き、各種工作機械基本作業、刃物研磨作業、安全作業などが規
定され、応用には機械部品製作、精度検査、機械調整、治具使用法などが規定された。これ
ら教習基準は認可を取る場合、最低基準として設定されており、したがって国家の徒弟訓練
への規制は明らかであった。関連学科には外国語や理科系科目が入り、したがって専門科目
は少なくてよかった。現場座学でこなせれば、学校教育に頼らないでも技能工育成ができる、
と考えたのであろう 6）。多能的な実技訓練のウェイトの高さからしても徒弟訓練が想定され
たことがわかる。
　そしてさらに注目すべきは 3条から 14 条までの養成契約に関する規定である。使用者と
技能取得者の間では、「系統的技能訓練」が行われるように文書契約が締結されることになっ
ていた。そして契約書には、養成職種、養成期間や賃金の基準、昇給方法まで書かれること
になっていた。使用者には養成義務、技能取得者には労働義務が課され、それらの成果を
チェックするために、使用者には 1年ごとの技能検定と、修了時の技能検定を課し、修了に
際しては労働局の修了証が発行されることになっていた。事業所や行政でなく手工業や商工
会議所の監督義務が加われば、契約関係はドイツ方式に近くなるような規定である。ところ
がこの監督機構がなかった。手工業組織はなく、商工業の組織も再建が遅れ、監督機能が満
たせる状態ではなかったからである。かわりに行政が直接監督機構を代行することになった
せいか、養成資格の規定も遅れ 47 年の「技能者養成規定」には欠けていた養成主に関する
規定ができたのは、ようやく 1949 年の「技能者養成規定」の改正によってであった。こう
して行政が関与する形で養成工制度ができ、51 年から養成指導者は国の行う指導者検定資
格か同等資格ありとの資格認定かのどちらかで資格を取らなければならなくなっている 7）。
　さて以上の規定だけを見れば、技能者養成の目標設定と結果のチェックという制度の形は
作られてきており、形の上では養成訓練制度が作られたといえる。法の運用によって実効性
はどの程度確保されたのであろうか。規制の実態が明らかにされる必要がある。その実態を
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見る前に、「技能者養成規定」にはドイツのように養成を社会化し、実効性のあるものにす
る決定的な要因がかけていたことを事前に指摘しておきたい。それは、当初 15 職種、1953
年には 124 職種にまで増えた養成職種の実技や専門学科目に関する詳しい訓練実施プログラ
ムが存在しないということである。認可のための養成の最低基準はそろえたが、実技は基礎
から応用へと段階的な過程を得るという指示のもとに、大括りの作業項目が指定されている
に過ぎない。作業項目や習得時間の詳細は事業所に任され、それゆえ実技の関連学科の特定
も大括りである。実施プログラムが年度ごとに詳細に設定されており、3年の養成計画が出
来上がっていれば、計画に対して成果を見ることができるようになる。しかし、事業所に対
して徒弟養成計画を提案するまでの監督規定にはなっていないのである。したがって、「技
能者養成規定」で求められた 1年ごとのあるいは修了時の技能検定は、社会的標準のできな
い状態で実施されることになった。つまり技能検定は、実際には事業所ごとの養成計画に従っ
て社内検定的な性格を最初から帯びた。このことは、ドイツのような厳しい養成を社会的に
促進することを不可能にする。検定試験の社会的基準がでず、それゆえ養成を怠った場合の
チェックが曖昧になる。養成資格はく奪処分などは、明らかに中小零細事業所の養成を妨げ
るだろうから、検討された形跡がない。このようなことを確認したうえで、以下では、まず
養成工育成の実際を 1960 年くらいまで見てみよう。
三．企業内技能工訓練制度の事例
　養成指定職種の漸次的増加にもかかわらず、実際の養成が行われたのは、建設と縫製関連
職種が多く、そのほとんどが小零細企業であった。期待された機械・金属関係でも小零細企
業による養成が主体で、1953 年時点で 16,699 名の養成が行われているのだが、大企業の参
加は少なかった、という調査報告がある 8）。1953 年『労務研究』第 6巻 4 月号、 9巻 12 月
号（56 年）、10 巻 10 月号（57 年）は技能工教育の特集を組んでいる。その中の第 6巻 4月
号の「我が国における技能者養成の現状」によれば、1952 年時点で養成実施事業所の 88％
は 10 人以下の事業所であり、零細企業がほとんどであること、また 500 人以上の従業員の
いる大企業で養成を実施しているのは、第一次金属製造業で 18、機械製造業で 21、電気機
械器具製造業で 18、輸送用機械器具製造業で 33、光学機械器具・時計製造業で 4と極めて
限られていた。欧米先進国、特に同じ敗戦国ドイツの国を挙げた強力な施策、工場、学校、
各団体、父兄等が一体となった協力関係に比べ、わが国の技能養成は極めて憂慮すべき状況
にあるというのが、この小論の論調である。56 年に労働省は、もう一度化学・機械金属・
電気・車両・光学機械など 7製造産業の技能者養成実態調査をしている。技能者養成をして
いる 10 人以上の事業所は、300 事業所と増え、中でも機械が 89 事業所、次いで車両 54、第
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一次金属、電気が多い。そして、養成訓練実施事業所の規模で見ると、500 人以上の事業所
は 137 事業所となり、朝鮮戦争後の技能工不足への対応がなされたことがわかる。この点は、
養成によらない熟練工や半熟練工の訓練実施を加えると、851 事業所（調査対象事業所 3426
の 40％）となるから、明らかだろう。「憂慮すべき状況」ではなくなったかのような隆盛で
ある。しかし、技能者養成が実施された 300 事業所の養成工数は、10,018 人であり、臨時工
以外の正規従業員数 209,608 人の、4.78％に過ぎない 9）。大事業所を除けば、養成工の数も
少なく、徒弟的な養成が普及したという状況ではない。つぎに「技能者養成規定」の実効性
をいくつかの大事業所の事例としてみてみよう。日本光学、石川島造船所、東芝、鉄鋼連盟、
川崎製鉄所、日本鋼管が「技能者養成規定」にどう対応したかが『労務研究』技能教育特集
号に載っている。また 1958 年の職業訓練法成立の前後で、『産業訓練』誌が技能者養成の特
集を組んでいる。上記産業以外に電機や精密機械メーカーの養成工制度がわかるので、ドイ
ツの制度との違いを見るために戦後開始された企業内養成制度の特徴をこれら雑誌の論考を
頼りに押さえておこう。
精密機械工業
　日本光学は 1951 年に養成認可を受け、機械工、仕上げ工、レンズ研磨工、光学機械工な
ど 7職種の養成工を 3年の養成期間で養成している。養成工は 100 人ほどで、入社試験で合
格すると 1か月ほどの試用期間の間を準備期間として、養成所の実習を一通りやらせ、工場
見学をさせ、どの職種に適するか試している。そのほか、学科試験、労働省の適性検査、社
内適性検査、身体検査、本人の希望などから、平均点を出し、養成職種を決定している 10）。
学科習得時間数は 1年目 340 時間、2年目 360 時間、3年目 180 時間、実技時間はそれぞれ
1620、1800、1980 時間となっており、「技能者養成規定」が定めた 1470 時間よりかなり長い。
時間配分から実技にウェイトを置いた系統的な徒弟訓練的技能者養成が行われていたことが
推察される。事実、技能検定は毎年行っており、そのため社内の検定委員会が設けられてい
る。専門学科には専任指導員がついているし、毎年の検定には到達目標が設定してあり、そ
れを必ずクリヤーする訓練をしていた、という 11）。このような養成で、技能工のモラルや
生産性が上がり、改善提案が多くでている、という報告がされている。
　日本工学の事例より 10 年後、同じ光学機器を一部製品にしているが、1960 年にはすでに
電気化学機器、精密測定器、理化学機、医学放射線器、自動制御器など 100 種に上る多種多
様な精密機械を少量製造する島津の場合は、管理業務が入り、直接間接作業の境界があいま
いになり、技能に器用さはそれほど多く必要なくなった、ということから、すでに工業高校
出の養成工の 3年育成に入っている。養成目標は多能工であり、入社後 2か月は適性を見る
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ために仕上げ作業などが課される。その後は 10 か月にわたり、機械作業と仕上げ電気作業、
後半には鋳造作業が入って、これら 3分野の実技を工場の関連職場を巡回して修得する。訓
練方式はOJTが基本である。2年目は指定職種に従って現場に巡回配属され、現場と協議
の上決められた技能到達目標を達成するよう訓練される。技能検定は毎年ある。3年目は配
属先の決定であり、専門種目に従って委託訓練が行われる。学科は、1，2年時 960 時間、3
年時 620 時間の配分であり、機械、電気にわたる広範で多数の科目が習得される。ただし、
教室での学科習得は低めに抑え、現場で学科を学ぶ方式を使っている。17 職種に職種は分
類されて技能工の育成が行われているが、実際には多職種の技能が必要なので、「現場学科」
という科目名称にして、1年から 2年目にかけて、115 人に及ぶ実技指導員について課題解
決を図る方向で学習が行われていた 12）。日本光学が体力や手先の器用さを大事にして養成
工を育成しているのとは、同じ精密作業で養成工の重要さは認識しているものの、島津での
養成の仕方と中身はだいぶ異なり、多様な問題解決型の学科の比重が多くなっている。ただ、
上記『産業訓練』の座談会「技能者養成の問題点」での情報では、50 年代末には日本光学
でも新式の自動機械が急速に導入されてその扱いが新たな技能工に託されている 13）、とあ
るから学科科目は増加し、実技との配分比は逆転していたと思われる。ちなみに、『労務研究』
1956 年 1 月号には、技能工訓練の訓練費の算定が試みられ、日本工学の技能工の訓練には
直接経費（賃金月 7500 円、賞与、指導員手当、教科書代、作業服、靴など）だけで、一人
当たり 10 万円をはるかに超える額になると算定されている。これに、直接材料費、間接経
費（光熱費、間接材料費、減価償却費、本社経費、利息）などを入れると、さらに 2～ 4倍
の訓練費用となる、と推定されている。このように、多額の費用のかかる徒弟的訓練には、
大企業といえどもなかなか乗り出せなかった、ということであろう。訓練修了の 1，2 年後
の成果があるからやれる、というのが日本工学の養成工制度の意義付けであった 14）。
造船業
　精密機械工業に比べると、造船の場合はさらに養成内容が異なる。1955 年に定時制高校
ができるまでは工場学校方式をとっていた石川島造船所の養成期間は 3年である。新卒採用
をして、適性検査によって 30 職種にもわたる職種配分を行い、まず共通に基礎的な学科と
実技の訓練をしている。そして定時制高校ができる前には 3か月たった段階で専門実習（週
4日実習、2日学科）に移っている。専門実習は事実上現場技能訓練である。船体にしても
エンジンにしても実に多くの部品からなっているので現物教育が不可欠、というので速成訓
練技術（TWI）を身につけた熟練専任指導員が実物を見せながら教えている。2年目と 3年
目は兼任指導員とともに実際に注文に応じた作業をこなす中で訓練される。2年目は標準作
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業通りに作業することが目標とされ、3年目にはこれに動作研究・時間研究を入れた改善活
動が入る。基礎的な手作業から入り段階的に難しい技能を習得する徒弟訓練とはかなり様相
が違う。養成工全員に原図の実習が 1年目の訓練で課されている。ブロック建造法が設計図
に従った正確な造船作業を必要としているからである。学科は造船工学や原動機学などの基
礎学科以外に専門学科が置かれ、いずれも工業高校レベルよりは高度で、現場技師に担当さ
せている。時間配分は不明だが、学科習得時間が長くなっているように思われる。訓練につ
いていけない者は一般工員に移籍し、どうしても智も技も上達しなければ、「技能者養成規
定」の契約解除条項（素質、順応または能力が不十分で成業の見込みがない場合）が使われ
る 15）。養成工育成の厳しさはうかがえる。
　1955 年からこの養成工制度が、定時制高校での学科習得という方式に代わり、58 年職業
訓練法の規定では、学校方式の訓練ということで認定外になった。そのせいもあって、実
技学科とも企業内訓練としての性格を一層強めている。59 年までは実技時間が 1年、2 年
目とも学科と同時間数だったのが 60 年から変わり、実習時間は 2学年から週 1日、3学年
3日、4学年 2日となり、4年で習得すべき学科科目が大幅に増えている。養成工は 58 年時
点で 280 名と多数にのぼる。養成職種は 30 職種から縮小され 18 職種になっている。機械分
野では加工と組み立ての二つ。鋼材加工分野では原図・罫書き、造船加工、造船組立、製缶
加工、組み立てなど、材料分野では、木型、造形、溶解、鍛造などである。これら職種が決
まるのは 3年目であり、それまでは入社後 3か月の工場巡回見学、そのあとの適性検査、向
性検査、クレぺリン検査、身体検査を受け、10 人単位で造船か造機の仮職種に配分される。
定着を促すため長期間にわたって職種への適性をすりあわせて、教育・訓練に実をあげてい
る、と見ることができる。専門職種決定は 2年目の現場訓練、巡回実習が終わってからであ
る。3年目の実習はそれゆえ、専門職種での実習となる。4年目は配属が決まり、注文に従っ
た現場作業で実習する。養成の厳しさは変わっておらず、落第をどんどん出して、一般工員
に降格している、という 16）。注目すべきは、養成工の実技指導で訓練指導員制をやめ、現
場実習を「職制に乗せ」、ライン化していることである。この場合末端指導員は班長と職長、
実技指導責任は工場長へ移し、養成工を今まで以上に即戦力化している 17）。実技指導法は
TWI の「仕事の教え方」つまりOJTになっていると思われる。
鉄鋼業
　他方鉄鋼業の場合は、養成工のような熟練工が必要なのは、保全部門の機械工や仕上げ工
であり、「熟練工不足」を背景に策定された技能者養成は「製鉄工」を含め 1953 年までに 6
職種の指定があったにもかかわらず、鉄鋼連盟の調べたところでは急速な普及は見てない。
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監督者の訓練方式 TWI や MTP のプログラムが急速に普及したのと対照的であった。鉄鋼
連盟によれば、理由は 3 つで、1 ）生産設備の規模が大きく、原価との関係で組織化が難しい、
2 ）作業の種類、質が重筋肉・熱間労働であり、18 歳以下の少年労働は労働基準法の規定
に抵触する、 3 ）鉄鋼の作業方法が連続的、団体的共同作業であり、また作業内容の変化が
大きいため職種内容が限定できず、それゆえ訓練方法が確立しない、であった。これを言い
換えれば、「製鉄工」といっても職種内容は広範で、企業間で設備や作業条件が異なり技能
基準が定まらない。したがって養成工として 3 年で技能認定するのは無理で、せいぜい中堅
技能工の素地を作るという意味の技能認定しかできない、ということであった。そして、「技
能者養成規定」の下でどのように訓練をしていくかについては各社検討中、ということにし
た 18）。このような鉄鋼での養成工訓練の遅れは、その後修正された。
　鉄鋼連盟は、労働省からの要請もあって、1954 年と 55 年にかけて、製鋼工、圧延伸長工
という 2 つの各社共通の職種で、教習基準を作り上げている。現場技術者の協力と、企業・
工場ごとの必要技能・知識の相違を突き合わせることで、すり合わせを行い、長期間の検討
の結果できたものである。両職種とも、学科は A．一般および基礎工学、B．設備（用途、
構造、性能）、C．操作（設備の運転、保全、工具、測定具の用法）、D．管理（品質、潤滑油、
安全衛生）に中分類され、それぞれの項目に対応したより詳しい学科科目（たとえば、基礎
科目数学には方程式、対数などと管理には品質ばかりでなく労務も）が具体的に指定された。
実技に関しては、作業別に大くくりで、製鋼工の場合は A．材料取扱い、B．計測、C．分析、D．
炉前作業、E．造塊作業、F．築炉作業に分類され、それぞれの作業項目に対してさらに詳
細な作業（たとえば計測はノギス取扱いやマイクロメータ操作等）が分類されて設定される
とともに製鋼より分科した作業ごとに、炉前、造塊、転炉、電気炉の 4 作業で、必要教習水
準（A, B, C）が設定された。圧延伸長工の場合の実技は、A．B．の大分類は製鋼工と同じ
だが、C．加熱、D．圧延、E．精整、F．圧延整備の 6 作業分類で、圧延、精整、操炉の 3
つの作業で教習水準（A. B. C.）が設定された。鉄鋼連盟は、このような教習基準が養成工
だけでなく、幹部教育にも一般工の入門教育にも利用できる重要な基準となり、さらに作業
員の格付け、TWI の仕事の教え方、標準作業設定等にも応用可能だと高く評価していた。「技
能者養成規定」に準拠し、こうして作り上げられた教習基準だが、鉄鋼連盟はこの基準案を
労働省に提出するにあたって、意見書を添えていた。それは、基準の画一的規制は鉄鋼業職
種の広がりと工場別の特殊性から言って無理であり、またこの養成基準では 3 年の養成期間
で満たすのは困難であること、基準の実施に当たっては各社で変更が予想され、順次 4 半期
ごとの見直しが必要なこと、「機械工」のようなオールラウンドの技能基準はなく、ひとつ
の職種内に多種多様な作業を含んでいて、したがって技能基準は「初等、中等、普通」（A, 
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B, C 表示）というくらいの認定しかできないこと、を明らかにしたものであった。すなわち、
鉄鋼業の教習基準は、各企業で養成工に関する共通の訓練枠組を作ったものとは言えなかっ
た 19）。
　『産業訓練』1960 年 4 月号に載った「鉄鋼業界における現場実習の問題点」というタイト
ルの小論はその後の推移を明らかにしている。現実に各社養成工制度がそろわないのは、鉄
鋼業での必要技能がもはや手先の器用さによらないからだ、とこの小論は述べていた。さら
に、従来から補助部門である保全・修理、研究所の実験と製図、それと品質や工程の管理業
務助手などで職群が増加している、と指摘する。つまり技能内容はますます多岐になり、工
場によって養成目標が異なり、そのため実技はますます現場に移譲する形になっているとし
ているのである。工場間の技能基準の相違は、製品種の相違によっても現れる。板、棒、線材、
パイプなどのほかに、パイプでも継ぎ目なしか、溶接か、圧延は熱間か冷間かなどで、技能
基準の置き所が異なる。1958 年時点で 3 年の期間で養成を行っている鉄鋼 11 社のケースで
は、実技と学科の時間配分比率が大幅に異なっている。3 年間の合計では、学科に 18％しか
時間を割り当ててない工場があると思えば、60％近く配分しているところもあるなど差は大
きい。また教育方針も各社で異なる。2 年間もの間、集合教育をし、3 年目に現場委託訓練
をする、という企業もあれば、強靭な身体と健全な思想を重視し、伝統を継承する産業人の
育成をうたっているところもある。
　このうち、住友金属工業の場合は、『労務研究』「各社技能養成の特色」によれば 50 年代
中ごろにはすでに教育委員会を中心に、講師会議、養成主任会議を組織し、現物応用実習の
ための現場懇談会を持ち、検定委員会が、検定基準や検定科目試験の作成、評価を行い、「多
目的素地を有する単能中堅作業員の養成」を目標に技能工訓練が行われていた。社内で構成
した職種、製鋼工、圧延伸長工、鍛造工、機械工、仕上げ工、金属材料試験工、機械製図工、
計測機器工、配管工、製缶工、ガス溶接工など 17 職種で養成を行っており、各年度 40 名ほ
どが訓練され、養成基準は法定基準を上回っていた。1 年目は、基本実習で、関連現場の巡
回をする。旋盤、仕上げ、鍛造、木型、鋳造を共通に学ぶ。2 年目で仮配属になり、オール
ラウンドの実習を受ける。1 年かけて職種決定をしていることになる。3 年目は各配属先で
の実習となっている。学科と実技の配分は 2850 時間対 2892 時間となっていて、学科の比率
は高い 20）。
　他方、川崎製鉄では、1956 年から、本社に教習所を設け、葺合、兵庫、知多、千葉など
の工場で採用された中卒者の養成訓練を始めている。全工場で 124 名が集められ、本社教
習所で所長と 3 年間の「労働契約」を結んでいる。3 年が修了すると今度は各工場長と労働
契約を結んでいる。あとで述べるように、「技能者養成規定」の「養成契約」が結ばれるの
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ではなく、54 年改正後の「労働契約」が結ばれることになっている。1，2 年は全寮制で集
合教育が行われ、3年目に各地方の工場に配属し、指導者による応用実習が行われる。工場
別では 66 職種になるところを社内で統一し 22 職種に集約して訓練している。ただし、養成
工の職種決定は、6か月後である。職業適性検査、体格、学科、実技成績、性格検査結果な
どを勘案して決めている。6か月の間に仕上げ、機械、鉄工の 3職種で 2か月交替の基礎訓
練を行って、その間に適性把握がなされる。学科は、教養、関連、専門学科からなり、関連
学科は、理科系の科目のほか機械、電機、材料、製図、燃料など 13 科目、教養と合わせて
2040時間となっている。それに専門が2，3年目に計384時間ある。1，2年の実技集合訓練は、
旋盤実習、仕上げ実習、製缶実習からなり、1944 時間、それに 3年目の現場実習 1680 時間
が加わる。総計は 6048 時間である。1年 2000 時間を超えている。将来の基幹工の育成と同
時に「川鉄カラー」の従業員意識を持たせる、という教育方針があるが、教習所の設備の不
足とか現場からは職場になじみが遅いとかの不満がある、という。
　その他、日本鋼管のケースがある。『労務研究』9巻 12 月号にのった川崎製鉄所のケース
では、新規 3年の訓練期間で、共通学科 2640 時間、専門学科 552 時間、実技 2856 時間の計
6048 時間で養成していた。中学卒業生を対象に採用試験（国語・数学・理科）を行い、養
成職種は、製銑工、製鋼工、圧延伸長工、操炉工、機械工、金属検査工、計測機器工など
12 職種で各職種 10 から 30 人ほどの養成工訓練である。日本鋼管では、戦後間もなく養成
工制度を始めたが、当初は職種選択には 1か月後に手先の器用さを見るテストで決めて配属
していたのを、苦情が多すぎて、職種選択には長期をかけることにし、6か月間は実技・学
科の基礎教育を行って、その後 1か月くらい適性検査を行ってから配属を決めるようになっ
た。1960 年時点では、1年後に職種を決める方式に変わっている。労働省と日本鋼管社内
の適性検査や、工場巡回見学、希望分析、そして 1年間の実技と学科成績を参照に職種決定
するという慎重な対応をしている。定着を促すためである。そして実技では社内教習基準に
従って、職種ごとに各年度の実技修得の程度が決められ、工場での年度訓練計画に反映され
ている。興味深いのは、実技の指導は石川島と同じように、現場「職制に乗せ」ており、班
長、組長、職長などの役付工が担当していることである。専門学科は現場技師が担当してい
る 21）。以上のように鉄鋼業の技能工訓練は比較的遅れて開始されたが、養成修了者の生産性、
問題解決能力はいずれも一般工と比べて格段に高く、養成訓練の必要性に関する認識は各企
業とも共通に持っていた。
電気工業
　三菱電機は、戦後養成制度の開始が 1948 年 10 月と早い。すでに「教育基準」をつくり、
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技能職種の分析、基礎作業の分析、実体調査を積み重ねて、訓練目的、実技の段階設定、学
科内容、実技と学科の配分比、職種決定と配属などの基本事項をもとに毎年教育訓練の効果
を見極め、前年度計画の検討・反省から毎年 3月に年度養成工年次計画を練ってきている。
この年次計画は三菱電機では、年次教育計画全般の一部をなし、その意味では、養成工教育
はすでに、「企業内教育訓練体系」の一部となっている。養成工訓練の認可は当然受けている。
中卒者を対象とした 3か年の訓練目標は、中堅技能者の育成であり将来は経験を積み職階を
あがるにしたがって基幹技能者として万能熟練工になることを期待している。1948 年の教
育基準では学科は、1年目 840 時間、2年目 560 時間、3年目 280 時間で、実技との配分比
は 1年目 3対 3，2年目 4対 2，3年目 5対 1となって、実技にウェイトが多くかかっている。
高度成長が始まるころには実技学科比は逆転していたと思われる。職種決定は、1年たって
から行われている。「教育工場」6か月の基礎実習、各職場巡回基礎実習 6か月が終わった後
である。入社時適性検査、1か月後の面接と希望調査、1年修了前1か月の再面接と希望調査、
クレぺリン検査とかなり慎重な職種決定のためのデータ集めが行われている。職種別の実習
指導には養成工ノートおよび会社の編纂になるガイドブックが使われる。実技の各向上段階
に応じた編纂がなされている。さらに各工場には実習作業手引きが用意してあり、養成工ノー
トと関連が付けられるようになっている。養成工は実習で、自分の養成工ノートと手引きを
照らし合わせ、実習内容を確かめることができるようになっているのである。指導者用に指
導要領もできている。指導員は 20 名に一人付、2人の補助指導員を抱えている。電気工業
はかなり早い段階から、企業内の養成工訓練を始めていたと思われる。
　富士電機も戦後早くから 3年制の養成工制度を持っている。1958 年には 283 人の養成工
を抱えている。そしてここでも職種決定には、身体検査のほか、6か月間の基本実習（2か
月養成学校）、巡回実習を経験させて、技能と学科成績を参考に、希望も聞いて決めている。
戦後初めのころは、採用後すぐ職種を決めて配属したが、定着が悪く、その反省から今の方
式になった、という。教育訓練の目標は毎年ではなく修了時の到達目標として立て、修了検
定でこれをチェックしているが、おおむね目標を達成している。おおむねというのは、時々
成績の悪いのがいて、一般工に格下げされるからだという 22）。職種決定で配属後は、1年間
は、機械工ならミーリング工場、旋盤工場と巡回実習に、3年目は機械の中の大型、小型機
械、そして規格検査について訓練される。修了して、4，5年たつと１人前の熟練工になる、
と担当者は見ている 23）。
　電気機械器具全般を製造する東芝電気も 1951 年「教育要綱」を作り企業内従業員教育を
徹底させる方針を掲げている。養成工育成は、この「要綱」に基づいて 51 年から三重工場
で始められ、52 年には新たな構想に基づいて鶴見工場で始まっている。中学新卒者を 3年
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で「中堅技能工として必要な技能を習得させ」、将来は「中堅幹部要員」にするという目標
で始められている。鶴見工場では、56 年では 16 職種、169 名が育成されている。「技能者養
成規定」に従い、4教室、1製図室、1機械実習場（旋盤 15、フライス盤 2、鋸版、形削盤 1、
グラインダー 2、卓上ボール盤 1）、1仕上げ実習場（万力台 17、万力 70、ケガキ定盤 1、ボー
ル盤 1、グラインダー 1）を養成場でそろえている。学科、実技に関しては、「教育要綱」に
基づいた「養成工教育基準」によって、1年目は、前期 3か月、後期 9か月と分けられ、前
期 3か月の養成場集合教育で、基礎学科、製図などの学科と作業基礎としてヤスリ、ハンマー
作業を習得し、適性を判定される。後期は、学科は前期と同じで、実技が変わる。職種決定
を受けて、職場実習で職種ごとの基礎と応用を習得するように訓練されている。2年目まで
は、教育課在籍だが、3年目には現場に移され、実技中心の技能訓練を受ける。2年目の実
技は現場仮配属で行われ、直接的な生産には一部しかタッチしない。学科のほうは 2年目か
ら順次専門科目の習得になる。実技と学科の時間配分は、1年目は、50 対 50、2 年目 60 対
40、3 年目 70 対 30 となって実技重視の養成工育成である。ただ、実技には、作業と知識と
いう分類がなされ、1年目 40 対 10、2 年目 50 対 10、3 年目 60 対 10 の比率で訓練がなされ
ているから、現場での理論学習が行われていた、とみることができる。このような内容の養
成工訓練をするために、工場長（技能者養成所長）－総務部長－教育課長という運営組織が、
本社勤労部直轄で作られており、すべて従業員兼任の学科講師 27 名、実技指導員 56 名が職
種ごとの指導に当たっている。東芝のケースは、精密機械工業に似て入念な、実技重視の徒
弟的訓練が行われていたとみてよいだろう。教育課在籍を 2年目までとっていることは、社
会科も含む基礎的な教育重視の方針があったからだろう。事実参考にした「東芝・鶴見工場
における技能者養成教育」では、中堅従業員として、生産現場と渾然一体となる、技能的、
人間的に優れた人材育成を目指している旨の指摘がある 24）。
四．職業訓練社会化からの離脱
　以上のように、戦後改めて大企業で始められた技能者養成は、それぞれの事業所ごとに形
の上では労働基準法「技能者養成規定」に準拠した形を取ったとしても、次第に事業所ごと
の必要に応じて独自の技能教育法に作り上げられていったとみることができる。養成工育成
のための教育組織はもとより、採用養成工との契約方法、養成工の職種決定の時期と方法、
実技と学科の配分比率、実技を養成所から現場に移す時期と巡回訓練や職場固定訓練の仕方、
実技訓練計画と日程プログラム、技能到達目標、専門学科の数、検定試験の回数と組織、一
般工への格下げ措置、終了後の定着策など、これらのほとんどは事業所内、あるいは企業内
の専決事項となっていた。そしてこのようなドイツの大企業に比べれば規模においても少な
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く、成長も滞りがちな養成工訓練を計画的にできるのは、なお少数の大企業に限られた。多
くの事業所では明確な養成計画もなく、必要に迫られて技能工の育成に乗り出していたので
ある。機械加工が自動機や専用機によることが増え、熟練作業が保全部門に限られるように
なってくる量産的な事業所では、予防保全や修理、そして訓練に多能的な熟練を必要として
いるのに対し、機械的加工作業に熟練を要すことが多い事業所、とりわけ中小の事業所では、
養成工制度を設けても保全ができるような多能的熟練工の育成は設備や専門学科を教える技
師が不足して難しく、またオールラウンドの熟練工を期間内に育て上げるのは困難で、結果
として単能的な熟練工育成にならざるを得ないところがあった。多くは「技能者養成規定」
の基準を満たせずに訓練をしていたのである 25）。
　『産業訓練』58年 2月の「企業内技術教育」特集に、兼任指導員が3年の養成期間の初めから、
現場で実技訓練をやっている中堅工作機メーカー（従業員 800 人）のケースが紹介されてい
る 26）。ここでは毎年 15 人ほどの機械工が養成工として採用され、直ちに現場で旋盤職長、
プレーナーシェーパー職長、その他工作機械職長の熱心な指導で、棒心（リーダー）の先手
として作業することを習う。3か月たつと進度に応じて「簡単な部品の外周削り、ねじ切り」
というように実際の仕事をやるようになり、1年もすれば相当役立つようになっている、と
現場の必要に応じた訓練をしている。紹介者東洋高圧の人事係長はこのような訓練が「現場
重視」という「アメリカの徒弟訓練」に従った方法だという評価（TWI の「仕事の教え方」
ではないか？）をしながらも、作業分析を科学的に行い、訓練の到達目標を明確にして計画
的に訓練する、という形になってないことを指摘し、科学的な方法で訓練計画を立てること
の必要性を指摘している。紹介者が評価したこの事業所の現場訓練は訓練計画実現のために
とられた方法ではなく、その方が実際には訓練費用が安いので、実施されていたものであっ
た。そして多くの事業所実技訓練がこのように、事業所内での実技訓練プログラムを作成で
きないままに必要に迫られて技能工を養成していたのである。訓練の到達目標が設定されな
いような現場実技訓練では多能的熟練工の育成を一定の訓練期間内に終えるのは難しい。
　『労務研究』9巻 12 月号は、「技能工養成教育の現況」というタイトルで日本労務研究会「見
習養成委員会」の行ったアンケート調査の結果を載せている。労務研究会に加入する 500 社
にアンケート調査を行い、うち養成工訓練を実施しているという回答のあった会社 65 社の
回答を集計したものである。いくつかの興味深い回答を紹介しておこう。まず、養成工の将
来目標に関しては、基幹工が 58、職長 8で、多能工 22 もしくはそれに近い技能工という目
標をもつ事業所が多い。養成期間は 75％の事業所が 3年としているが、木型工で 2か月と
いうのもあった。各会社が育成する職種は 137 職種に及んでいた。46 件の回答が、「技能者
養成規定」に準拠して養成を行っており、国家的基準、標準となる、公的修了証がある、な
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どが「養成規定」準拠の理由となっている。ただし、不満や反対も多い。不満の中で注目す
べき意見は、法を盾にした監督官庁の干渉であるが、現状ではそのような干渉はないという
回答である。企業内の自主的養成に任せていたことのあかしである。修了者への社会的評価
がないとか、定時制高校通学が多く、ペイしない、なども出ている。「養成規定」批判の中
では、規定が煩雑、養成期間が長い、学校方式のほうが経費は安い、規定以前から独自に技
能者養成をやっている、二重通学が健康上、作業効率上問題である、などの意見が興味深い。
現状では独自の企業内訓練のほうが、「規定」準拠より手続き、経費や効率でよい、という
判断がなされているからである。養成の方法に関しては、あまり変化は出てない。実技優先
でしかも基本よりも応用実習に時間を割く（総時間の 40－60％）という回答が多い。即戦
力の応用実習はOJTで行うとしている。面白いのは、この応用実習期間中の関連学科（専
門工作法）の教育方法に関する回答である。現場指導員が現場で計画的に実習が 34 件、週
1回教室でというのが 33 件ある。工作法の指導が現場でやりきれてないところが結構ある、
ということである。適切な教材がない、という状況も指摘されている。ちなみに、応用実習
を計画的に実施している会社は 41 社、教習基準を作成しているところが 36 社あるが、さら
に応用実習指導票までも作っている会社は 8社に過ぎなかった。この点は現場任せだという
回答が 14 件ある。アンケート報告では、これらの結果から、教習の基準化は各社できてい
るようだが、「インストラクションブック」や「シート」までは実現を見てない、と評価し
ている。最後は技能検定に関する回答である。実施企業は50社で、毎学年末が一番多く29件、
年 2回が 12 件、養成修了時が 8件、年 3回が 5件、応用実習終了時が 2件である。教育効
果を見るために、何らかの技能検定が社内で行われているが、決まったやり方ではない。検
定試験に不合格になった場合、補修指導して仮進級させる、という回答が 22 件あるが、落
第や、一般工に降格 17 件、途中で解約 22 件など厳しい措置が多い 27）。
　以上のアンケート結果を見れば、養成工制度を実施した企業は、「技能者養成規定」に準
拠しつつも、養成時間、養成基準、養成計画は企業独自に作成し、成果の検定をして「将来
の基幹工」を育成しており、検定の実を上げるため、検定不合格者には降格や解約までして
いた、ということが明らかになる。養成契約上の義務を果たすという意識ではない。重要な
指摘は、この調査を行った「見習養成委員会」が作成を企図していた実技教習書やシートが
ほとんど作成されないままに養成工訓練が行われていたことである。事例で明らかに実技教
習書らしいのを作成していたのは、三菱電機の場合だろうか。後は精密機械工業でもありそ
うだが、わからない。鉄鋼や、造船工業では実技は現場任せだから、ないだろう。いずれに
せよ、養成工制度を持った企業でも、50 年代に丁寧な実技プログラムを作って訓練をする、
ということはほとんどなかった、ということである。それであれば、事例研究に入る前に確
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認した「技能者養成規定」に詳しい教習プログラムが欠けていた、というのも当然だ、とい
うことになる。
　以上のように、事業所を実技訓練の場とした徒弟訓練制度は、事業所の必要に任せて行う
限りでは、訓練内容に関する到達目標ができてもせいぜいそれは事業所内のことであって、
事業所を超えることはない。さらに多くの事業所の実際として事業所内訓練の目標さえも明
らかでなければ、産業レベルの、あるいは全産業をカバーするような職業訓練の制度設計は
きわめて難しい。朝鮮特需がなくなる 1954 年に「技能者養成規定」が全面的に見直されて、
唐突に「まったく別個の観点から相互に何らの連絡もなく実施されていた」28）職業安定法
上の職業補導と基準法上の技能者養成の連携措置が図られ、それと同時に 4条から 14 条ま
での「養成契約」に関する条項や関連条項が全面削除・一部改訂されていったのは、事業所
内養成を基本として、養成に関する双方義務をうたい、契約文書に養成職種や養成期間，就
くべき業務種類を書き込み、養成に必要な学科と実技を示し、毎年の技能検定によって「等
級」を定め、修了技能検定と修了証の発行を定める等、の規定が、ほとんど現実の事業所内
技能養成に適さなかった、あるいは逆に言えば国家の職業訓練社会化に関するリーダーシッ
プがそこまでは発揮されなかった、ということが明確になったからであった。19 世紀以来、
手工業の没落を職業訓練と教育の連結に再編成することに成功してきたドイツとの歴史的か
つ文化的な分かれ目がここにあった。ドイツで社会化が実現する体制の違いがあった、つま
り手工業の再編には帝国政府が、商工業の職業訓練の編成はナチス政権が関与して実現した
ことを、戦後民主化が浸透した日本で同じようにはできなかった、ということも事実であろ
う。それはともあれ、日本の職業訓練政策は事業所内養成を職業訓練の主体とすることをあ
きらめ、公的職業訓練との連結を図るという方針転換をすることで「技能者養成規定」の「養
成契約」に代わって「労働契約」を登場させることになった。「養成契約」という職業訓練
を社会的規制の下に置く重要な手段（教育を受ける権利義務関係の中に職業訓練を位置づけ
る）は放棄され、養成工制度は単なる雇用契約関係になったのである 29）。そして雇用契約
で取引当事者により拘束のない技能工の育成をすべく日本は、あらためて「職業訓練法」を
作成することになったのである。
五．職業資格の欠けた職業訓練法へ　
　1958 年の職業訓練法で事業所内養成訓練は、労働基準法が厳しく規制した徒弟保護との
関連をなくし、養成教習基準を満たすことを条件とした労働大臣による認可制ではなく、よ
り積極的に事業所技能訓練を促すために養成条件を緩和した認定職業訓練となり、さらに職
業安定法に基づく失業対策的な職業補導事業を行う公的職業訓練所の養成訓練と統一され、
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日本の職業訓練を担うものとして体系化される。体系化されたことで外観上は認定職業訓練
への規制は一定に進んだとも見うけられる。たとえば 58 年訓練法では、養成訓練は多能的
熟練工ではなく単能的熟練の専門工の訓練だとし、より限定された技能工の訓練を目指し、
養成訓練修了後も追加訓練、再訓練、監督者訓練と系統的に技能向上訓練を実施するとして
いる 30）。また養成工の訓練を担う公共職業訓練所の設備や教員を認定職業訓練に利用でき
るようにしている。そればかりではない。59 年には訓練法改正が行われ、事業所内訓練の
基準が定められている。それによれば、指定訓練職種は第 2次産業中心の 185 職種と増え、
学科訓練は普通と専門に、実技は基礎と応用に分けられ、公共職業訓練と同じく、年間の訓
練時間は「技能者養成規定」の 1470 時間より長く、1800 時間に統一され、事業所内訓練の
期間も 3年（5400 時間）もしくは 2年となっている。また、普通、専門学科とも教科書が
作成され、教科と実技に関しては年 1回の試験をすることになった。ただし、検定主体は事
業所である。そして事業所内技能訓練全体の成果は、後述する新たに設けた国家的技能検定
制度によって確認することになった。養成主に関しては、職業訓練指導員資格を持つことが
義務付けられた。訓練指導員による養成と、訓練の効果を技能検定によってチェックするシ
ステムが整えられたのである。このように見てくると、58年の職業訓練法とその後の改正で、
事業所内養成訓練には公的な規制が統一されより強化されたかのようである。のちに見る技
能検定制度の導入は、職業訓練の全国的統一的な成果検定と位置付けられたから、養成工育
成はより一層公的性格を帯びた、とも見受けられる。
　だがより詳しく見てみよう。訓練内容やそのチェックの仕組みは、さきにみた「技能者養
成規定」よりも後退していた。まず、学科選択が、普通科目で 4科目になった。普通科目とは、
社会、体育、数学、物理、化学、実用外国語、国語、経営大要の 8科目である。これら科目は、「技
能者養成規定」の関連科目に入っていたものを抜き出して 8科目にしてあり、かつては必須
だったものである。4科目選択は、事業所を普通科の学科目選択で拘束しないためであった。
職種別の専門科目と技能は模範例（たとえば機械工）が作成されているが、内容的には、「技
能者養成規定」による教習基準として作成されたものと変わりはなくオールラウンドの教習
モデルであり、さらに 59 年改正法では、事業所はこれに従うことなく、事業所の方で実技
訓練に合わせて科目設定が可能で、専門科目習得の最低水準が満たされればよい、となった。
さらに、訓練時間の配分は、事業所に任された。つまり実技での時間と専門科目の時間をど
のくらいとるかは事業所の必要に任された。実技で基礎から応用へと段階的に何が行われる
かも事業所の必要に応じて設計することが可能になった 31）。こうして、職業訓練法の認定
職業訓練に関する規制は、設置すべき訓練設備に関しては、細かな規制があったようである
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が、学科、実技の教員と生徒数の規定を除けば、養成工を社会的に標準的な水準に育成する
ための基準や規定はほとんど用意されなかった。
　訓練基準を中心に詳しく見よう。これまで参照してきた和田勝美編の『職業訓練の課題と
方向』は、認定と訓練基準の強化が必要だとする。『・・方向』はドイツやスイスの例を挙
げて、諸外国では事業所内の養成訓練が通例であり、日本の技能訓練への軽視を事業所内養
成の不活発の原因だと断定しているばかりか 32）、高度成長期の日本の事業所内訓練に関す
る問題点を厳しく指摘している。まず、認定基準が弱すぎる。訓練法は、教科、訓練期間、
設備で基準を設定し、労働省令でこれを定める、としているが（14 条）、この基準を順守し
なければならないという規定を置いてない、と法に拘束力がないことを指摘する。労働省は、
訓練モデルないしガイドポストを示すのみで、認定を受ければ各種特典があるなどとして、
実際には認定訓練への誘導策を行うのみであるという。このため訓練内容に関してはおおむ
ね、事業所の必要にゆだね、何をどの程度訓練するのかをほとんど示してない。それ故、訓
練時間や、時間配分規定がないので、訓練目標や、訓練修了者の技能者像が不明である。中
小企業の共同職業訓練への助成は行われているが、公共職業訓練所による共同訓練団体への
援助は、物的人的に不十分であることなども職業訓練法が用意した公的援助の主な問題点で
ある。
　多くのあいまいさが訓練法にはあるが、なかでも訓練基準が最も曖昧である。訓練期間 3
年のうちに育成すべき人材は、労働省令では、「多能的熟練工になる素地を持った単能的熟
練工、もしくは単能的熟練工であり」、その単能的熟練工がどの程度の熟練かの「標準」が
示されてない。例えば、機械工は旋盤工としてどの程度に育成されるのかが示されてないの
である。技能の程度は企業のニーズに合致すればよく、生産設備等で企業間格差があること
を前提にすれば標準は定めがたい、というのがその理由であった。実技に関するプログラム
つくりはもともと放棄されていたのである。訓練時間の配分が事業所の必要に応じて行われ
る、というのもこのような養成目標がはっきりしてなかったことによる。他のところでは、
事業所内訓練の目標は「技能労働者の通常従事すべき作業にかかる技能・知識」がえられれ
ばよい33）、となっていてこれでは訓練基準は事業所ごとに作るといっているのとかわらない。
目標があいまいなら、成果を見る基準もはっきりしない。修了試験は規定されておらず、年
1回の教科試験が求められているに過ぎない。試験は事業所外で公的に行う、とはなってい
ない。こうして訓練基準が定まってないことが原因となって、認定職業訓練は事実上企業内
訓練システムになろうとしていた。和田編の『職業訓練の課題と方向』は、問題点を指摘す
る中で、技能標準の設定、訓練水準の企業間格差の是正、普通科目中の数学と理科系科目の
必須化、技術革新で変化している技能に比べた専門学科習得時間の増加など現に起こってい
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る訓練時間配分問題での適正化を要求している。そして、労使代表と公益委員で構成される
中央職業訓練審議会のような組織ではなく、組合も含めた各種民間団体の職業訓練への関与
を求め、広く社会化の実をあげる方向をとるよう示唆していた。高度成長期後半に入って、
中卒者が少なくなり始め、代わりに高卒者が技能養成の対象として組み込まれていくより複
雑な状況を目の当たりにすれば、和田編の『・・方向』が求めたドイツやスイス並みの養成
訓練社会化実現のためにはこれらの問題解決策だけでは足りず、新たに発生する多くの課題
をこなさなくてはならなかった。
　ところで、ドイツの手工業の再編は、養成主としてのマイスター資格制度の確立であっ
た。それによって技能伝承の仕組みが出来上がる、とされた。職業訓練法は、養成訓練のた
めに工場現場の監督者（職長や組長）を追加訓練や監督者訓練の対象としただけで、養成主
とすることなく、養成主としての指導員は別途訓練指導員検定による免許制をとった。労働
基準法下では「技能者養成規定」に基づき 1950 年から検定は始まっているが、1957 年の技
能者養成指導員 127,000 人中、検定合格者は 12,700 人で 1割程度であり、あとは各地の労働
局長の判断で検定資格と同等の条件を備えているとして、免許が与えられたものがなってい
た 34）。「職業訓練法」は 59 年施行令改正で、公的職業訓練も含めて、認定職業訓練の場合
も訓練指導員に 138 職種にわたる職業免許資格を求めた。免許資格は中央職業訓練所（のち
の訓練大学校）の訓練コースを修了しない限り試験に合格することが取得条件となった。認
定職業訓練修了者であれば、7年の実務経験があり、各地方で実施される「35 時間指導員訓
練」を受ければ受験資格ができた。そして、1級の技能検定（上級熟練工相当）に合格した
者、実務経験 15 年を経た者もこの「35 時間指導員訓練」を受ければ免許が与えられた。35
時間訓練は、指導能力の涵養ということで、職種共通に「訓練目標、作業分析及び訓練計画、
訓練生の指導方法、訓練の進め方、生活指導、経営大要」からなり、それに専門学科と実技
の訓練が付け加えられた 35）。作業分析や訓練計画が、事業所の実際に応じて訓練されたと
は思えないが、指導員資格を持っていると、2級、1級の技能検定の学科試験が免除された、
ということで、15 年以上実務経験者の多くが『35 時間指導員訓練』を受けていた 36）。この
ことが、職業訓練制度の設計に意味するところは大きい。専門学科の習得は、すでにみたよ
うに、製造業大事業所内養成制度では技能訓練に比し大幅な学習時間を要していた。養成訓
練には実技より、専門的な知識のほうが重要になっていたのである。にもかかわらず職業訓
練法は、資格認定で結果として実技優位を認めていた。訓練法に基づいた指導者資格検定は、
その取得を誘導するために検定を緩和し、さらに指導資格と技能検定を制度的に結び付ける
ためと、検定への誘導を図るために検定試験の学科科目免除という抜け道を作ったのである。
新たな専門知識を持たない多くの指導員が生まれ、また次に述べる技能検定合格者が数多く
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生み出されたことになる。背景にはおそらく、中小零細企業で行われている養成訓練、ある
いは新たに設けた公的職業訓練所の養成訓練があり、そこが基準とされ、急速に進展する技
術革新の影響や大事業所内技能訓練の実際は顧みられなかったのだろう。しかし、「養成契約」
条項の削除から国家によるこのような職業訓練への誘導策の展開は、日本の職業訓練制度を
ますます社会的機能要件を満たさないものにしていくことになった、と言わざるを得ない。
　指導員資格に戻ろう。指導員はこの試験合格者が担当した、と職業訓練法からは推測され
たが、第一回の自動車整備工や木工、建築大工など、基幹産業職種以外の職種での試験結果
が、53％の合格率と思わしくなかったからだろうか、実際には合格者が職業訓練指導者にな
る、というパターンは公共職業訓練修了者以外では少なかった。指導員の多くは、労働大臣
からの委任で都道府県知事によって、申請に基づいて交付される免許を得ていたのである。
訓練法 22 条は、申請に基づいて交付される免許として、試験合格によるもの以外に、技能
検定 1 級合格者で「35 時間指導員訓練」を受けたもの、あるいはこれと同等以上の能力を
有する者にも与えることができる、としていたのである。試験合格者という標準的な能力
構築の手続きは、ここでも確立されていなかった。高度成長期後半の 1967 年に、中小企業
の共同訓練場も含めた全認定職業訓練実施事業所で、免許交付を受けている者は 81,197 人、
うち現役指導員37,652人のうち、試験合格者は1,218人しかおらず、圧倒的多数の29,636人が、
最後の免許規定「同等以上の能力を有する者」で指導員になっていた 37）。1965 年調査では、
実務経験年数が 30 年以上は指導員の 18.3％、20 年以上は 34.9% となっており、民間では、
公的基準に合わせることなく企業独自の指導水準でベテランが指導に当たっていた、という
のが実際であろう。 訓練指導員試験は公的な資格試験制度には程遠いものだった、のである。
　職業訓練を拡充し、強化するために設けられた技能検定制度はどうだったであろうか。
1958 年職業訓練法とは別に臨時職業訓練審議会で検討され、59 年法改正で実施された技能
検定制度は、職業訓練修了者以外でも受験できる制度として全国的に統一して始められてい
る。すでに検討に付した認定職業訓練制度に関する公的規制の実態を想定すれば、技能検定
が 1 級と 2 級において行われ、2 級はドイツでいえば養成試験合格者と同じ、「熟練工とい
われる段階にようやく到達したと認められるもの（下級の熟練工）」の技能程度を満たすもの、
1 級は技能労働者として到達しうる最高の技能水準に達して、「特定職種において」「熟達の
段階にあると認められるもの（上級の熟練工）」が満たすべき技能程度と定められた。そし
て 2 級の下級熟練工の例として、3 年の認定職業訓練を修了した者は、その後通常は 2 年程
度の実務経験を経て有する技能程度を受験資格基準としたのである 38）。認定職業訓練期間
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3 年は熟練工としての養成修了期間とは認識されてない。職業訓練の修了は養成工の育成期
間の修了であり、熟練にはなお 2年の実務経験が必要だ、というわけである。1級は 2級合
格から、さらに 5年ないし 7年程度の実務経験を経たものが通常有する技能程度とされた。
さらに検定受験資格は職業訓練法に基づく職業訓練修了者として、認定職業訓練修了者ば
かりでなく、公的職業訓練所での訓練修了者（1年の訓練期間の都道府県職業訓練所の修了
者、雇用促進事業団の運営する総合職業訓練所の 2年制の訓練修了者）、さらには実務経験
だけの者も熟練工基準に合わせて必要実務経験年数を出し、受験することを可能にした。都
道府県職業訓練所 1年コースの修了者は 4年の実務経験、総合職業訓練所の 2年コースの修
了者は 3年の実務経験、そして技能検定職種で 7年の実務経験のあるものがこれらに相当し
た 39）。実務経験を受験条件に入れたことは、職業訓練の効果を判定するための手段として
技能検定を用いる、という機能を果たしにくくした。実務経験は、企業独自の技能訓練に加
えてさらに多様な関連職務を含み、企業間での職種区分や内容の相違を一層強めたからであ
る。それゆえ、検定の実施基準の方も、実技、学科とも 1級、2級の熟練技能水準を参考に、
それぞれ職種ごとに試験範囲と試験の水準を定めることになっていた。これらを定め、試験
問題を作成し、合否の決定をするのは労働大臣もしくは都道府県知事によって任命された職
種専門の試験検定委員であり、学識経験者と労使代表からなっていた。労働者代表は実務経
験 15 年以上（2級）、もしくは監督職経験者で 20 年以上（1級）の実務経験者とされた。学
科試験の実施は労働大臣（1級）と都道府県知事（2級）が行い、実技は雇用促進事業団の
総合職業訓練所か、民間の産業団体所属認定職業訓練施設への委託によるとなっている 40）。
委託可能な施設と検定能力のある人材がいれば民間委託による実技検定となったが、この場
合委託金が支払われることになっており、検定費用は公的費用である。学科試験を国または
地方自治体で行っているから、実施費用がかさんだようで、高度成長期後半まで技能検定合
格者は、1959 年の 31,245 人から 66 年の 76,443 人と倍増し、一応は成功しているが、需要
の多い 1年に 1回の試験職種、3年に 1回の試験職種を累計しても 1960 年で 17 職種、66 年
64 職種と検定職種は機械工や板金工、建築大工などの第二次産業の 1部にかぎられた 41）。
検定職種は、実技検定の実施機関の制約と実施予算の制限があり、増えていかなかったので
ある。
　そればかりではなかった。技能検定の開始時点から、職種の限定だけでなく、職業訓練の
職種で技能検定を実施することの問題点が浮かび上がっていた。職種の幅が企業ごとに、ま
た企業と公的職業訓練所のあいだで大きく開いていて、検定職種区分の見直しが必要になっ
ていた。企業間では、大企業と中小企業で職種区分は大幅に異なっていた。大企業は狭い範
囲で専門工を育成し、中小企業の場合は、広く職種をとっていた。技能検定はこの相違する
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職種幅の最大公約数をとって行われる傾向があった、という 42）。そして、このようなかい
離から、公的職業訓練所修了者ばかりでなく、認定訓練修了者の技能水準を位置づけるとし
たら、どの水準なのか、例えば訓練目標を半熟練工程度とされ、「無技能労働者に雇用価値
を付与する程度の技能と知識」を与えることとされた公的職業訓練所の養成工（6か月、1
年の養成期間）は、修了時点で何級に値するのか、など等級区分の問題も出てきていた 43）。
認定職業訓練修了者は 3級区分に、というのが認定職業訓練事業所の要求だった。ただ、
1959 年に職業訓練審議会の作成した「技能検定要領」は、職業訓練を受けてない実務経験
者にも技能検定の受験を認めており、そのため学科試験や一部実技試験にも試験免除措置を
行えるようになっていた。たとえば、「試験の免除」として、「他の法律に基づいて行われ
る試験または検定において、当該技能検定の・・試験と内容において同等以上」と認められ
れば、学科、もしくは実技試験が免除された 44）。こうして実際には、既述のように、職業
訓練指導員になるために受講する「35 時間」訓練を受ければ、1，2 級の技能検定の学科試
験が免除され、そのため多数の「35 時間訓練」受講生が発生した 45）。技能検定に際して必
要な学科目とは関連のない 35 時間訓練が、学科目試験免除の条件とされたことは、この制
度の目的が 59 年から始められた日本の職業訓練の重要なチェック機能を果たすものではな
かった、ということを物語る。和田編の『・・方向』は、技能検定の職種区分、国による検
定の実施、職業訓練との関連の不透明性、試験免除の実態（技能オリンピックの成績優秀者
は実技試験免除）などを指摘しているが、これらの問題への取り組みは先送りして、さしあ
たりは急速な参加者の増大が見込まれる技能オリンピックの促進を図る、というのが、これ
らの問題を検討した職業訓練審議会の答申だったことを明らかにしている。
六．職業から雇用へ重心移動
　職業訓練制度の完成に向けた制度改革の機会は、高度成長期後半に入った時点ではまだ
あったのかもしれない。刈谷たちの新規学卒者の広域移動の分析では、中学卒業生に対する
事業所の求人活動は、求人求職のマッチング行政を完成させるため、高度成長期になっても
より強力な労働行政のコントロール下に置かれようとしている 46）。検定と職業訓練のより
密接な関連をきずく、ということなら認定職業訓練の修了試験の合格者を 3級に認定するこ
とから始めればできたかもしれない、とおもわれる。事実、そのような経済審議会答申が、
所得倍増計画にちなんで 1963 年に出ている。技能検定制度の拡充にとって認定職業訓練が
重要であり、その修了後、3級技能士としての認定をすべきだと答申は述べている。ただこ
のような方向に舵が取られることはなかった。そして技能検定に関して和田編『・・方向』
が強調している制度的欠落は、技能検定合格がドイツのように社会的評価を受け、それが標
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準報酬に連なる可能性が日本にはない、ということである。検定合格が社会的昇給や昇進に
連なるということがないために、日本の技能検定制度は職業訓練との関連で問題を含みなが
らも技能オリンピックの隆盛を媒介に技能向上の認定機能だけを果たすことになっていくの
である 47）。
　3級技能士の資格ばかりではない。職業訓練法でいったん緩和された規制は二度と取り戻
されなかった。63 年の経済審議会答申では改めて事業所養成訓練の社会化が強調されてい
る。すなわち、所得倍増計画を進めるためには、「人的能力政策」が不可欠だということで種々
検討が進められ、技能労働力を養成する職業訓練は「社会的制度として確立」すべきことが
求められている 48）。「社会的制度」の意味するところは、職業訓練の主体は企業であり、そ
の訓練によって「養成された技能労働力が、国の経済成長を担うのであるから、公教育の一
環として国が統一的な基準を作るとか、教材を作成し、あるいは指導員を養成する等現行の
助成措置」をさらに充実することが望ましい、とされている。そして「教科は教室で、実技
は現場で」という原則の下、職業訓練はドイツのように「後期中等教育の一環」として位置
付ける必要がある、とまで答申は言っている、のである。事業所の養成認可や養成契約とい
うことが入っていれば、戦後労働基準法で始めようとした徒弟訓練制度の近代化が設計され
た、と読み違えそうな内容である。もっとも、答申も一挙に後期中等教育の一環とはできな
いので、さしあたりは定時制高校を前期 2年後期 2年と分け、この前期で職業訓練との連携
を取るようにする、という案を出している 49）。定時制高校で学科が教えられるようになれば、
たしかに学科教育面からの社会化につながったかもしれない。養成場を持ちさらに作業現場
での座学にしても、教室での教習にしても事業所内で学科教育を実施することは、多額の訓
練費用を事業所が負担することになる。すでにみた鉄鋼業で養成工の訓練が普及しない理由
の一つに訓練コストの負担があった。また、労務研究会のアンケートでも事業所内で学科を
やるよりも学校方式のほうが経費を要しない、という回答があった。戦後の技能者養成制度
は、一般教養も含め学科の習得は訓練施設内で行う形をとったから、この点、定時制の職業
学校で関連学科を習得するドイツと比べて、事業所訓練施設や教育に過大な費用負担がかる
形になっていたのである。事業所養成工制度が一部産業に限定されがちだったのは、養成職
業訓練には戦前の工場学校方式の養成が求められたことにもよるのである。学科教育や訓練
施設のために補助金が支給され、融資が行われた中小零細企業の共同職業訓練団体が増え続
け、高度成長期に入っても増加が著しかったのに比べて、補助金を受けない単独の事業所内
職業訓練が 1952 年の 3500 事業所をピークに急減していること、高度成長期になっても単独
技能者養成事業所が 450 事業所前後に低迷していた（60 年代末には減少傾向）ことからも、
このことがうかがえる。次第に明らかになる新規中学卒業者の不足、急速な技術革新に対応
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して高度化する技能・知識の追加習得の必要なども加わり、高度成長期の事業所内単独養成
費用は企業にとって過重負担になったからである 50）。ちなみに「所得倍増計画」では 10 年
間で 155 万人の技能工の養成が必要と養成計画が立てられていた。養成 5か年計画に基づい
て 1963 年から公的職業訓練施設が年度計画に近い数で養成を行っているのに、認定職業訓
練施設は訓練コスト増加にあって政府の計画を満たせなかった 51）。若年の労働力不足が激
化した高度成長期の企業がコスト回収の展望を描けず質の高い単独事業所内訓練を放棄し、
それゆえ全体として単独技能者養成事業所が増えず、政府の訓練計画を満たせなかったとい
う推測が可能である。このようなコストの負担をなくすために学校教育との連携の必要性は
すでに 58 年の職業訓練法で取り組みが主張されていた。それゆえ、定時制高校で学科習得
ができるようになれば、認定事業所職業訓練はもっと増えていたはずである。実際はそうは
ならなかった。定時制高等学校への通学が増大し、中卒者を確保するために事業所によって
促進された、ということは事実存在するとしても、中学とはもちろん、定時制高校との連携
が学校と事業所の了解のもとで行われ事業所内養成訓練の向上にプラスに働いたという例は
あまり多くない 52）。所得倍増計画とともに見直された徒弟訓練の近代化は、教育行政の中
に職業訓練を連結することによってその可能性を開く展望を与えたが、その連結はそれほど
実現しなかったのである。
　高度成長期後半以後日本の事業所内養成工制度は、公的訓練所でも民間でも進学率の高ま
りから優秀な中学卒業生を集めることが難しくなった。中学を卒業して産業社会に職業を求
めることがステータスの確保にはならなかったからである。他方でトランスファー・マシン
に代表されるように機械や装置が自動化され、標準化された労働の普及で熟練技能が不要化
するところが多くなり、養成工制度は停滞縮小するか、廃止されていく。しかしその代わり
に企業内に新技能訓練システムが登場していた。事業所にとっては技能養成にかける時間と
必要熟練工数の削減が可能になったところに、新たに標準化された技能をOJTにより習得
する一方で、技術革新に対応して off-JT で新知識を吸収する高卒の技能工が登場していたの
である。標準化された作業を教えるために、現場監督者の技能や知識も高度化する必要が重
なり、製造業大企業や高度成長期に電機や自動車産業で積極的に展開された系列化で、系列
傘下の中小企業では監督者訓練も含めた事業所内訓練体系化が急速に推し進められその影響
が広範に及んだ。隅屋・古賀編『日本職業訓練史　戦後編』は、三菱長崎造船所、トヨタ自
動車、日立、八幡製鉄所などの企業内訓練の再編成と体系化について、また一部系列企業の
技能訓練の変化について詳しい紹介をしている 53）。たとえば、造船では、ブロック建造法
の採用で、生産工程管理にしたがって図面と作業指示によるユニットやブロック擬装組み立
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てが行われるようになり、OJTで専門的技能を習得した多能工が育成された 54）。工作機械
の刃物の集中研磨が熟練工の研磨作業を不要にしたことはよく知られているが、そのほかに
も制御装置の利用や予防保全の実施が大きく修理業務を減らした 55）。
　修理・保全部門に多数必要であった養成工は、量産工場で機械や装置の予防保全が行われ
るようになると、養成訓練の内容が高度に（制御理論）かつ多能化していくのを受容しなけ
ればならなかったばかりでなく、その数を減らした。隅屋・古賀はその点を八幡製鉄の整備
工教育に関連して詳しく述べている。1960 年に導入された予防保全で、整備業務が、日常
点検と注油、修理、メインテナンス・エンジニアリングの 3つに分けられた。それに対応し
て、機械、電機、計測と分かれた整備ではなく、日常点検は工場で一元的に担当する組織が
編成されて予防保全の体制が組まれた。そのうえで、新たに高校卒の整備工が機械、電機、
計測の分野で 1年半の訓練期間で育成された。予防保全に必要な計測作業は訓練に共通に含
まれ、機械は機械、電機は電機で多能な技能を習得するように訓練されるようになった。65
年には制御コースが付け加わり、養成コースが増えると同時にOJTで少数精鋭の多能化が
促進され急速に変化する技術への対応を図っている。既存の整備工には 3ヶ月や 4ヶ月の期
間をかけた基礎的・専門的知識の追加習得をさせていた 56）。
　富士電機では、50 年代に入って予防保全の体制を整え、定期点検の徹底、点検基準の見
直し、故障記録の整備などによって、設備管理を厳格に行うようになった。故障の原因が不
可抗力によるもの以外、つまり「設備構造上の欠陥」「取扱者の（運転、保全）不注意」に
よるものは、改善と標準作業の徹底、そして訓練によって大幅に減らすことに成功していた。
1956 年度から始まったこのような試みにより、1959 年度の設備故障のほとんど（93％）は
「自然劣化」によるものとなり、「不可抗力」によるものは 8.1％から 3.9％へと下がった。操
作不良や過負荷作業、応急修理などの、不注意や指導不足、訓練不足による故障は 0となり、
予防保全の実が上がり、「自然劣化」によるものは計画的設備更新で故障を避けることがで
きるので、管理コストは大幅に下がったのである 57）。
　以上のように、自動機械の導入、予防保全と標準作業の普及は日本の製造業大企業の企業
内技能訓練体系をOJT中心のものに作り替えていた。突発的な「不可抗力」による機械の
修理は、少数の技術者に近い訓練を受けた多能工が担当すればよくなった。こうして大企業
には長期雇用を前提とした企業内訓練体系が出来上がっていくのである。隅谷・古賀編、『・・
戦後編』は、生涯訓練を掲げ、事業所内養成訓練の充実という方針から決別した 1968 年新
職業訓練法（その後名称は職業能力開発促進法）が、このような大企業の企業内終身雇用の
もとでの訓練体系を背景としたものであると指摘し、訓練制度の設計を大企業が主導してい
ること、中小企業の実態からはかけ離れた提案であることを明らかにしている 58）。66 年の
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完全雇用をうたった雇用対策法を受けて策定された新職業訓練法であるから、訓練の比重は
養成より雇用が重視され、在職者の追加・再訓練あるいは転換訓練にうつり、結果として日
本の職業訓練は新規学卒者の技能工養成制度からより一層離れていったのである。
　
結びにかえて
　ところで、58 年の職業訓練法の体系には、すでに長期の養成所訓練や巡回訓練を予定し
た多能的徒弟訓練とは相いれない訓練が予定されていた。それは、再訓練や追加訓練ととも
に訓練体系として含まれることになった監督者訓練である。すでに述べたように、58 年法
は労働基準法での「技能者養成規定」と職業安定法での職業補導事業を結びつけて、日本の
職業訓練体系としたものであるが、その際、職業安定法で規定されていた職場監督者に関す
る条項が持ち込まれていた。追加訓練や再訓練は技術変化に対応して職業の中身が変化する
からドイツでも近年重要視されてきており、職業訓練制度の構成部分と解釈できるとしても、
現場監督者訓練は、監督業務を含むがゆえに職種にくくれず企業それぞれに多様で、一元的
職業訓練という概念にはなじまない。にもかかわらず監督業務が訓練対象になったのは、経
営民主化という占領政策が労働行政に影響したからである。
　『労働行政史（戦後の労働行政）』によれば、労働基準法の「技能者養成」以外の訓練を行
う場合、工場事業所は職業安定法による職業補導を労働大臣から受けなければならないとさ
れた。戦前の日本の事業所経営が、民主主義思想や近代経営の技術に欠けていたことを反省
し、従業員との間に立って経営との意思疎通を図る第一線監督者の体質改善を図り、職業訓
練を促進することが急務とされたのである。それが 47 年職安法の職業補導という表現になっ
た。経営民主化と近代化を実現することが第一線監督者に負わされたのである。
　他方、占領軍はこの民主化のためにも産業の復興が不可欠としていた。日本の事業所は技
術や物資の援助に加えて、それらを効率的に使える適切な労働者と監督者を必要としている、
というのが占領軍の考えだった。最高司令部には第二次大戦中、戦時マンパワーコミッショ
ンで働いたメンバーがいて「産業内訓練 Training within Industry」の監督者訓練法をよく
知っていた。そこで、占領軍の経済・科学部労働課は 49 年に戦後アメリカで TWI の訓練
プログラムを普及させるために設立されていた 2 つの機関、TWI 財団とオハイオ TWI 社
に協力要請を出し、長期の普及プログラムを提案したオハイオ TWI 社に監督者訓練の依頼
をすることになった（労働省がスポンサー）。L. メロン以下、3 人の各プログラムの専門家
が来日したのは 51 年のことである。この間に、48 年末占領軍からの情報で作られた労働省
職業安定課内の TWI プロジェクトチームのメンバーの１人が ILO の TWI 講習会に参加し、
トレーナーの訓練は受けずにイギリス版 TWI のマニュアルを入手して帰国し、占領軍総司
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令部労働課のマックボイが協力して、立教大の大内経雄、千葉大の山口寛一等がこれを翻訳
した。その後国鉄大井機工部で「仕事の教え方」の実験が行われ、生産性向上に役立つとい
うことから職安法の監督者規定として認められた、という経緯があった 59）。職安法 30 条が
この第一線監督者の訓練に対する援助規定であり、労働省は引き続くTWI 試行導入の経過
（日産や兼松羊毛での監督者訓練試行講習）が好評なので、急きょTWI 法をもって 30 条の
実質的内容にすべく、職場補導員規定、職安法施工規則の改正を行い、指導員と都道府県レ
ベルの補導員を育成している。当初は行政指導の実を上げようと、指導員などのトレーナー
資格付与は監督者訓練受講者に限られ、職場補導員養成訓練の受講には労働大臣の許可が必
要で、年齢や学歴の制限も設けられていた。手引きの貸与や譲渡も禁止されたという。そして、
51 年にアメリカからTWI 社の専門家が来日して、ＧＨＱ、経済科学部労働課の支援のもと、
本格的な「指導員トレーナー」が養成され、TWI プログラムの普及が図られた。オハイオ
TWI 社の最終報告書では、来日したとき労働省はすでに約 500 人の JI、そして 70 人の JM
トレーナーを育成しており、TWI の原則を知っていたが、監督者育成は組織的でなく、工
場に各プログラムを投入する計画は持っていなかった。労働省が気付かなかった、監督者訓
練プログラムの厳しい標準化のための追加訓練（フォロースルー）、工場へのプログラム投
入による乗数効果的普及法などが伝えられた 60）。指導員養成のために、各産業から選りす
ぐりの英語を話せる人材が集められ、多少の修正のために大切な訓練最初のセッションが変
わっていたイギリス版TWI ではなく、アメリカ版プログラムでの本格的なトレーナーの育
成が行なわれた。育成されたトレーナーからさらに選りすぐられて講習指導者が育成され、
この指導者と労働省のスタッフそしてTWI 社スタッフでアメリカ版のTWI プログラムと
資料が日本語版に翻訳された 61）。こうして本格的なトレーナー育成がなり、TWI プログラ
ムは厳格な行政指導より普及が優先されて、新たに検定試験でTWI の監督者訓練のために
職場指導員、補導員資格を付与する体制ができ、それぞれ手数料が徴収される監督者訓練指
導員、補導員の養成制度となり、ようやく体系的事業所支援機構ができたのである。その
後の普及は、通産省、労働省と日経連によって民営化が進められ日本産業訓練協会（55 年）
が発足して、官民で行われていく。
　こうして、職安法の中に、技能工の育成とは別の民主的近代的な経営に適した監督業務を
行うための技法を第一線監督者に付与する規定が入ったのである。58 年職業訓練法は基準
法の「技能者養成規定」と、職安法の職業補導行政に関する規定を総合し、体系化したもの
だから、監督者訓練規定は、工場現場を民主主義的で近代的な経営を遂行させるように工
場事業所を支援するためにもうけられた、と考えてよいだろう。しかしその監督者訓練の
内容が、TWI であることは、58 年職業訓練法が、大きくスイスやドイツで展開された職業
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訓練とかけ離れる制度を設計していた、と言わざるをえなくするのである。TWI 監督者訓
練プログラムは「仕事の教え方」「改善の仕方」の 2つで、テーラーの科学的管理法にほぼ
重なる内容の仕事を監督者の職務として要請しているからである。すなわち、「仕事の教え
方」では、監督者は自分の作業標準に従って部下たちの仕事表を作り、各人の訓練計画を立
て、自分の仕事を各ステップに分解し、急所を明らかにしてOJTで教えることが監督者の
職務である、とされていた。「改善の仕方」は、自分の仕事の細分化と無駄取りによる効率
化が職務である。これに「人の教え方」の現場労務管理技術がついてワンセットの訓練にな
るようにTWI 法は構成されている。訓練の仕方は確かに、民主的、科学的であるが、内容
的には量産化に適した企業内速成訓練法であり、産業レベルで技能工を長期に徒弟訓練的に
育成する養成工制度とは基本的に相いれない訓練法である。したがって 58 年職業訓練法は、
TWI を現場監督者訓練法として認めることで、戦後労働基準法によって想定され、一部制
度化されてきた日本の職業訓練のあり方と矛盾する制度を持ち込み、職業訓練の向かうべき
方向を大きく変更してしまったのである、とドイツを理想型とした日本職業訓練政策史論か
らは、このように位置づけられる。しかし、実際はすでに随所で散見したように異なっていた。
日本の職業訓練は企業内技能工訓練から産業レベルのあらゆる職業に広がることはなかった
し、労働省の監督行政も養成認可にかかわること以上に干渉することはなかった。それゆえ
日本の職業訓練史は、ドイツ理想型論から見るのは無理なことがあきらかになった。TWI
監督者訓練法の導入は矛盾ではなく、事業所内訓練として技能者養成制度とは相補的であっ
た。
　事実、戦後職業訓練政策の当事者（TWI 社の専門家たちも含む）の予想を超えたのは、
製造業経営者を中心にTWI 法受入の態勢がいち早くできあがり、民間事業所へのTWI 法
の普及が急速に進み、これが定型訓練となって企業内に定着していったことである。そして
その定着の過程で、次第に明らかになったことがあった。技能工の現場実技訓練の際にも熟
練の技や段取りの技の伝達（急所とかツボと言われた）がTWI 訓練法の「仕事の教え方」
や「改善の仕方」を通して可能となっていったのである。48 年の大井工機部での実験がま
ずそのことを物語る。実験は、工機部仕上げ職養成工 3年目の学力、知力のほぼ同じ 18 人
を 2グループに分けて錠前金具と塗料用片手缶の製作で行われ、一方の 9人のグループは国
鉄の養成工育成法に従って訓練され、他方は「仕事の教え方」で訓練されていた。熟練作業
の明確な分解と、4ステップでの訓練中に強調される急所の確認などが行われるTWI 法を
習得した養成工のほうが、出来栄えがよく、作業時間も明らかに短い者が多かった 62）。5 時
間ほどの錠前金具の製作で平均 30 分ほど、片手缶のほうは 4時間ほどの作業で平均 12 分ほ
どの差が出ていたのである。仕上げ工の養成工３回生だから技能訓練は応用段階に入ってい
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たと見てよい。熟練手作業で品質、生産性の差がはっきり出たのであるから、「仕事の教え方」
が徒弟的訓練よりも優れた訓練法であることは自明であった。
　TWI が、企業内の監督者の職務として現場訓練を遂行させ、その訓練技術のプログラム
化に成功して事業所に普及させることに乗り出したのは、1941 年の 8 月以降であり、1940
年の TWI 設立時点では、産業内訓練を支援する本来の課題とは別に当面の解決すべき緊急
の課題が与えられていた。それはレンズ研磨工を短期間で養成する法を開発することであっ
た。そしてこのレンズ研磨工養成法の開発が、監督者訓練プログラムの開発につながるので
ある。アメリカの徒弟訓練ではレンズ研磨工には 5 年の養成期間が必要であった。それゆえ
精密な光学機器を多数必要とした海軍からの要請は、現状では研磨工が足りず、350 人の新
たなレンズ研磨工を必要とするというものであった。この難問を解決すべく、アメリカ電信
電話会社の M. J. Kane が、海軍工廠や光学機械メーカーの協力を得て調査・実験を繰り返
した。レンズ研磨工の業務には第一級の光学機械工ならマスターしている 20 の広範にわた
る職務があることが明らかになり、そしてそれら職務の中の重要な動作をベテランにキーポ
イントとして押さえさせることに Kane たちは成功した。実験はこの 20 職務のすべてを含
む M1 測距義の製作で行われている。この製作業務は 14 のオペレーションからなり、ベテ
ラン熟練工がこれらオペレーションを細分して職務に割り当て、その職務が動作分析にかけ
られた。職務の中にマスターすれば新人でも仕事が学べる 1，2 の「キーポイント」があり、
それをきめるのが狙いだった、という。
　実験の結果わかったことは、通常の測距義の製作順序が、必ずしもスキルを上げていくの
に適さず、むしろ分割・細分されたスキルを漸進的な上達順序に組み替えることで最もよく
熟練技能が習得されたことである。またキーポイントは、良品を作り、よい作業になるよう
決定づける特技だが、実技指導書では必ずしもこれが把握されてなく、ベテランになるとこ
れが識別できることが分かった。ところが彼らは教えるときに往々にしてこのキーポイント
を忘れてしまっていた。キーポイントは今でいえばベテラン熟練工が持っている暗黙知の部
分であろう 63）。これを特に個別に取り出しておき、教えるときに思い出させるようにでき
れば、ベテランが OJT で新人に教えることは可能である。そして徒弟訓練で用いられてい
た長い作業の段取りも職務分解によって無駄、重複作業の排除をすれば効率化・短縮化が可
能であった。こうして、新人に分割された職務を割り当て、ベテランである監督者が段階（ス
テップ）をふんで教え、重要なキーポイントを押さえておけば、新人でも習得可能な徒弟的
訓練法に勝る訓練法が開発できる、ということがわかった。結果、改善された職務を遂行す
るレンズ研磨工の訓練期間は数か月に短縮され、多数の工場で試行されて成果が確かめられ
ていたばかりでなく、各工場でレンズ研磨以外の徒弟訓練にも応用され、訓練期間の短縮に
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成功していた 64）。41 年夏に「仕事の教え方」標準プログラムの作成に成功してから、TWI
はそれまでの成果の少なかった個別工場に対する問題解決支援、つまり労働者個人の技能
アップと徒弟訓練援助のサービスを停止して、監督者訓練のためのプログラム普及とトレー
ナー育成・派遣サービスに職務を集中している 65）。TWI の訓練目的はもはやオールラウン
ドの多能的熟練工ではなく単能的熟練工（シングル・スキル・オペレーター）の育成であっ
た 66）。TWI の監督者訓練技術の 2 つ、「仕事の教え方」と「改善の仕方」は、徒弟訓練を
志向しないのであれば、徒弟訓練に代用可能なものだったのである。そして、TWI 導入後、
日本でも Kane と同じような暗黙知発見に至るケースがあった。『労務研究』の座談会「見
習工養成の現状と今後の方向」で山口寛一は、スキルの向上が見習工制度の本質であること
を強調しつつ、TWI の「仕事の教え方」「改善の仕方」にある作業分解の教えから、科学で
は割り切れないスキルのツボを専門家だけが聞き取りによってつかむことができるとし、小
型形削盤の突っ切り作業で切り落とすタイミングがそれだ、と述べていた。Kane は監督者
を職務分析やキーポイントの発見でアシストするスタッフがいることを推奨しており、この
文脈では山口が見事にその機能を果たしている。ただ、行論での問題は、山口が作業分解を
通してツボを聞き出した芝浦工機の工場現場では、その突っ切り作業のツボを職長が自分の
スキルを分解して「教えてはいけない」、という表現があることである 67）。「教えてはいない」
なら、職長の作業分解が十分でないと言えるから、「いけない」は誤植か、そうでなければ
山口が TWI の監督者の機能とスタッフの役割を理解してないことになるからである。日本
への TWI 導入の際に、十分な情報が伝わらなかった可能性があるが、それはともかく、こ
のように作業分解をやってみるとキーポイントが聞き出せることは、高度成長が始まるころ
までには明らかになっていたとみてよいだろう。日本の産業界は TWI 導入で、徒弟制度に
依存しなくとも単能的熟練工（配転で多能化する）を育成するすべを手に入れたのである。
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6 ） 当時の技能工養成に影響のあった山口　貫一氏は、『労務研究』の論文や座談会で、見習い工が熟練の
つぼを習得し、スキルを上げていくことの重要性を強く主張し、教室より徒弟的現場訓練のよさを訴え
ている。「わが国見習い工養成に関する問題点」（9 巻 12 月号、6 ページ）、あるいは座談会「見習い工
養成の現状と今後の方向」（11 巻 2 月号）など。
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7 ） 以上の「技能者養成規定」の内容、その後の改正については、和田　勝美編『職業訓練の課題と方向』
1968、112 から 122 ページと、隅谷・古賀編『日本職業訓練発達史　戦後編』1978、10–13 ページによる。
8 ）『産業訓練百年史』1971、343–344 ページ。
9 ）労働基準局調査課「わが国技能者の養成に関する分析」『労務研究』10 巻 10 号 9-12 ページ。
10）座談会「技能者養成の問題点」『産業訓練』58 年 7 月号、『労務研究』6 巻 5 号、「技能教育特集」
11） 上記『産業訓練』58 年 7 月号、38 ページ。
12） 『労務研究』10 巻 10 月号、「各社技能訓練の特色」44 ページ。
13） 同上、『産業訓練』47 ページ。
14） 『労務研究』1956 年 1 月、「技能者養成の経費算定」32 ページ。
15） 前掲『労務研究』6 巻 5 号　技能教育特集号
16） 前掲『産業訓練』58 年 7 月号「座談会」40 ページ。
17） 同上、42 ページ。
18） 『労務研究』技能教育特集。
19） 『労務研究』10 巻 10 月号、1957 年、「鉄鋼職種の技能基準について」、前掲『労務研究』「日本鋼管・・・」
18 ページ。
20） 『産業訓練』1960 年 4 月号、30 ページ、『労務研究』10 巻 10 月号、44–45 ページ。
21） 『労務研究』9 巻 12 月号、「日本鋼管…」、『産業訓練』同上、42 ページ。
22） 『産業訓練』同上、24–27 ページ。
23） 前掲、『産業訓練』「座談会」39、43 ページ。
24） 『労務研究』9 巻 12 月号、1956 年、9–13 ページ。
25） 『産業訓練』57 年 11 月「産業訓練の話　第 15 回」を援用、また前掲、隅谷・古賀編『・・戦後編』、14 ページ。
26） 『産業訓練』58 年 2 月、23 ページ。
27） 『労務研究』9 巻 12 月号、「技能工教育の現況」25–37 ページ。
28） 前掲　和田　勝美編、『・・方向』121 ページ。
29） 『職業訓練百年史』は、この改定によって、日本では技能者養成を後期中等学校の完成の一環とする意
味を大幅に後退させることになった、と正しく指摘している。養成契約は欧米では教育契約なのであり、
養成工の身分は学徒としてのそれである。養成契約が雇用契約になったということは、事業所には学校
教育という社会的側面からの干渉がなくなることを意味する。（『・・百年史』344）
30） 前掲、和田編、『・・方向』129 ページ、隅谷・古賀編『・・戦後編』85–88 ページ。
31） 同上、和田編、136、158 ページ。
32） 同上、223 ページ。
33） 同上、271 ページ。
34） 同上、122 ページ。
35） 同上、90 ページ。
35） 同上、279 ページ。
37） 同上、164 ページ。
38） 同上、「技能検定実施要綱」、和田編、『・・方向』、189 ページ。
39） 『労務研究』12 巻 2 月号、「職業訓練法にもとづく技能検定の問題点」、「技能検定の実施に関する答申なる」
より。なお、大河内一男・吾妻光俊編、『労働辞典』1975、545-546 ページには、石坂　巌による、熟
練規定の簡潔な説明がある。それによれば、56 年に労働省は 3 年目の教習年度にある養成工が一般経
験工の何年目に当たるか数値で比較できる資料を作っていた。それを参照して、一般の熟練経験年数が
カウントされ、半熟練工は、6 年内の経験者、あるいは 1，2 年の養成訓練修了者に該当し、熟練工は 6
年以上の経験者に該当するとされている。実際の技能検定受験資格には 6 から 8 年の経験工が熟練の定
義にかなうとされたようで、これに対応させ 3 年の認定事業所訓練修了者は、修了後 1，2 年の経験を
経て熟練に到達するということになった。訓練による熟練の認定基準は実務経験で押さえられていたの
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である。56 年調査に基づく労働省基準局の半熟練工（1 年の見習い訓練）、熟練工（経験 3-4 年内は単
能工、それ以上は多能工）の分類とその批判が、『労務研究』10 巻 10 号 20 ページ以下にある。 
40） 同上、和田編『・・方向』189–193 ページ。
44） 同上、291 ページ。
42） 同上、289 ページ。
43） 同上、94、196 ページ。
44） 同上、192 ページ。
45） 同上、279、296 ページ。
46） 刈谷、菅山、石田著、『学校・職安と労働市場』2000、3 章の 6 参照。
47） 前掲、和田編、『・・方向』205、297 ページ。
48） 『経済審議会答申』1963、47 ページ。
49） 同上、45 ページ。
50） 単独、共同養成訓練の発展に関しては玉井・久本編著、『高度成長の中の社会政策』2004、の第 4 章「職
業訓練政策の展開」91、96 ページ。
51） 隅屋・古賀編、『日本職業訓練発達史　戦後編』1978、144–145 ページ。
52） 『産業訓練百年史』（390 ページ）によれば、1962 年に学校教育法が改正され、高校の定時制課程、ある
いは通信課程と技能教育との連携が可能となっている。認定職業訓練生で定時制高校への通学者が増え
たためだという。但し、技能連携教育を行う定時制高校は、62 年 2 校、63 年 9 校、64 年１校と増加は
遅く、その後も 2，3 校にとどまり、68 年に 41 校と増えるが、翌年はまた 4 校にとどまった。70 年代
には衰退の一途をたどる。『百年史』には岡村製作所が、定時制商工学校、通信制高校との 3 社連携で
技能教育を行っていた例が挙がっているが、このような事業所との連携が実る例は多くない。ほかにモ
デルケースとしては、大阪府立成城工業高校が、60 年代に住友金属工業、近畿車両ほか、金属・機械・
電気関連会社 9 社と連携教育を行ったことが知られている。他には、神戸市立産業高校と阪神内燃機、
新三菱重工下請工場などとの連携、芝浦機械と沼津工業高校の事例もある。しかしいずれも長続きはし
てない。寺田　盛紀編『日本の職業教育』第六章 4．や前掲『労働辞典』556 ページ参照。大企業の企
業学校は石川島工業高等学校、三井造船と玉野市立備南工業高校など 4 年制の定時制高校との連携をし
た造船業の事例（『産業訓練』60 年 4 月号、61 年 7 月号）、日立工業専修学校の事例（隅谷・古賀編、『・・
戦後編』、111–2）など、独自の展開が行われている。
53）隅谷・古賀編、『・・戦後編』137–8 ページ。
54）隅屋・古賀編、『日本職業訓練史　戦後編』213 ページ。
55） 和田編、『・・方向』241 ページ、『トヨタ自動車 30 年史』334-5 ページには 1949 年から始まる工機工
場の旧型機械の新型機への置き換えとともに、集中研磨方式や予防保全が採用され、これらの導入への
熟練工の反発が 50 年の争議の背景にあったことが書かれている。なお、前掲、大河内・吾妻編、『労働
辞典』547-548 ページも同様な指摘である。
56）隅屋・古賀編、『日本職業訓練史　戦後編』128、240 ページ。
57）『産業訓練』1959 年 4 月号、16-7 ページ。
58）隅谷・古賀編、『・・戦後編』249、253 ページ。
59） 以下行政史的経緯は断らないかぎり、『労働行政史（戦後の労働行政）』1969 年、1218-1226 ページ、A. G. 
Robinson, D. M. Schroeder, Training, Continuous Improvement, and Human Relations: The U. S. TWI 
Programs and the Japanese Management Style, in California Management Review, winter 1993, 46-
47、労働省職業訓練部編『職場監督者の訓練　TWI PDT PST』 1959、61-67 ページによる。
60） A. G. Robinson, D. M. Schroeder, ibid. 
61）Final Report of TWI. INC., 1951, PP. 3-6, 26, 31 による。
62）『労務研究』3 巻、8 月号、「TWI の効果」
63） ハンチンガーによれば、TWI 副取締役だったディーツはのちに自著“Learning by Doing”で「キーポ
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イントが本質的に意味しているのは、どんな産業のオペレーションでも想像上難しい仕事と思われる
ものの多くが、比較的シンプルなのだ、ということである」と書いていた。J. Huntzinger,　The Roots 
of Lean; Training Within Industry: The Origin of Japanese Management and Kaizen, http//www.
twisummit.com/Roots-of-Lean-TWI. pdf, 11
64） War Manpower Commission  Bureau of Training  Training Within Industry Service, The Training 
Within Industry Report 1940-1945, pp18-21, 272-273、前掲、労働省職業訓練部編の『職場監督者の訓練』
43-44 ページにも、この戦時マンパワーコミッションの報告の当該箇所の要約が載っているが、Kane
の分析の成果が捉えられておらず、緊急時の常識的考え方と Kane が否定的に紹介しているところを翻
訳して済ませている。実験の意味がつかめてない。Kane は長期の徒弟訓練でなくとも、ベテランが書
き表わしきれず、往々にして教えるのを忘れてしまうキーポイントを確実に教えさせるようにすれば、
問題は解決することが分かったのである。
65） Op. cit, p. 32 42 年には Apprentice Training Service との間で協定し、TWI は労働者個人を訓練する徒
弟訓練的技術分野からは手を引き、以後は監督者訓練に限定したサービスをすることになった。徒弟訓
練、労働者の技能アップ訓練などは ATS が引き受けた。Op. cit, p. 119
66） Op. cit, p. 27 このオペレーターのほうが、オールラウンドのクラフツマンより仕事のスピードが速く、
正確であった。1941 年春に熟練機械工が足りなくなって、TWI は熟練機械工を監督に格上げし、その
機械工の仕事を 8 週間ほどの訓練を受けて 1 種類の機械を受け持つ単能的な熟練工となった多くの若者
に分解配置していた。Ibid., P. 26  TWI の訓練で、スピードと正確さが増すことは、国鉄大井工機部で
の実験で確かめられた。
67） 『労務研究』11 巻 2 月号、35 ページ、Kane は、監督者がキーポイントの教え方がわからなくとも、
good sample を使えれば通常はそれでよいとした。但し、キーポイントの認識は必要なので、監督者支
援スタッフの必要はあるとしている。“Report”、287
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